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21世紀における労働搾取理論の新展開1）

吉　原　直　毅

　21世紀に入って以降の近年の労働搾取理論に関する数理経済学的研究の動向についての概括と展
望を与える．第一は，労働搾取の定式に関する論争で新たに展開された主観主義的定式について，批

判的に検討を行う．第二に，搾取の客観主義的定式に関して，これまで数理的マルクス経済学におい
て為されてきた多様な提案を踏まえ，いずれの提案がもっとも妥当性を有するかに関する公理主義的

分析を紹介する．とりわけ，公理的分析を通じてもっとも妥当性を有するものとして提案された搾取

の定式が，それ自身，「労働搾取」という社会科学的概念を十分に直観的に表現し得ているか否かと

いう観点及び，それらの定式の下で，いわゆる階級搾取対応原理（CECP）とマルクスの基本定理
（FMT）の頑健性が維持されるか否かという観点で議論する．第三に，動学的資源配分問題にモデル

を拡張した際に，搾取関係及び階級関係が長期的に継起的であるか否かに関する，最新の研究成果に

ついて概観する．
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　　　　　　1．イントロダクション

　1980年代前半に，Dum’eni1（1980），　Foley（1982，

1986），Fujimori（1982），　Krause（1982），　Petri（1980），

Roemer（1980，1981，1982，1982a），　Lipietz（1982），

Flaschel（1983），Nikaido（1983）等，1970年置におけ

る置塩（1965，1977），森嶋［Morishima（1973，1974）］，

Samuelson（1982），　Steedman（1977）等の研究成果

を乗り越える一連の革新的研究成果が続出したのを

最後に，数理的マルクス経済学における労働搾取論

研究は，国際的にも国内的にも，長い沈黙と停滞の

時代が続いてきた．だが，21世紀に入ると共に，

例えば，Yoshihara（1998，2007，2007a），　Mohun
（2004），Veneziani（2004，2005，2007），Matsuo（2008），

Yoshihara　and　Veneziani（2009），　Veneziani　arld

Yoshihara（2008，2009）等の様に，この研究分野に

おいて再び国際的な学術研究が見られるようになっ

てきた．

　そもそもこの分野における1980年代前半までの
主要な成果は，吉原（1999，2001）で論じた様に，概

ね労働搾取概念の有効性批判の方向で解釈されてき

た．しかしながら，世界資本主義がIT産業を主導
とする技術革新と経済のグローバリ四一ション化に

よって，20世紀的な重工業中心の産業資本主義の

時代から新たな時代に変わりつつある21世紀に入
っても尚，ILO（2005，2005a）に伺われる様に，「労

働搾取」は現実の世界経済を評価する際の1つの概
念装置として，依然として生きた社会科学の用語で

ある．実際，日本や世界の主要先進諸国における経

済格差拡大やワーキング・プア問題の露見もあって，

「労働搾取」は現代の生きた社会問題として再認知

されつつある．それだけに，改めて「労働搾取」と

は何か，それはいかなる有効な機能を発揮しえる社

会科学的概念であるのか，等についての経済理論的

考察を与え，深める事が必要である．実際，21世

紀における上記の研究成果は，1970年代及び1980
年代前半までの主要な研究成果を踏まえつつ，労働

搾取理論を，単なるマルクス経済学体系の妥当性の

論証という後向きな動機を超えて，現代経済学にお

ける新たな理論的知見としても通用可能な分析装置

として意義付ける試みを持っている．

　本稿は21世紀に入ってからの，とりわけここ数

年来の労働搾取の数理経済学的研究成果についての
1つの概観と評価を与える事を目的とする。所謂マ

ルクスの基本定理（FMT）によって，資本主義経済
における資本蓄積運動の起動力として労働搾取の存

在を意義付けるマルクス主義の理論は論証されたと
いうのが，置塩［okishio（1963），置塩（1965，1977）］

や森嶋［Morishima（1973，1974）］の主張であったの

に対し，その主張の妥当性に疑問を投げかける位置

にあるのが，一般化された商品搾取定理（GCET）

［Bowles＆Gintis（1981）；Roemer（1982）；Samuelson

（1982）］であった．GCETを巡っては，日本でも吉
原（1999，2001）による総括論文を契機に，労働以外

の商品の搾取の意義や労働搾取との解釈の違いを強

調する伝統的マルクス主義の立場からの反論が活性

化し，論争［松尾（2004，2007），吉原（2005，2006，

2008）］にもなった．しかし，根本的な問題は既存の

置塩一森嶋型の労働搾取の定式では，労働搾取もそ

の他の商品搾取も，いずれも生産要素としての技術

的な意味での効率的利用についての概念であるとい
う解釈が妥当に見える点である．他方でマルクス主

義が本来意図する労働搾取概念の解釈とは，資本家

階級と労働者階級との階級的生産関係の利害対立的

側面を特徴付けるものとしてのそれであった．伝統

的マルクス主義の立場は即自的にその解釈を持ち出

すが故に，「鉄やバナナの搾取は意味がない」とい
う議論になるが，問題はそうした労働搾取固有の解
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釈の妥当性を裏付ける理論的基礎の欠如にある．

　この問題への対処として大きな研究の流れがあっ

た．その代表的な1つがRoemer（1982，1982a）によ

る階級一搾取対応原理（CECP）の議論であって，こ

の原理が定理として理論分析的に導出された事で，

資本主義経済における階級的生産関係を特徴付ける

概念装置としての労働搾取理論の妥当性が確認でき

たと言える．同時にRoemer（1982）は，置塩一森嶋
型の労働搾取の定式では，経済モデルがレオンチェ

フ型ではなく一般的な閉凸錘生産経済モデルとなる

・や，CECPが成立しなくなる事を指摘し，価格情報

依存的な労働搾取の代替的定式を提案した．CECP
の不成立とは階級的生産関係を搾取的関係と見倣す

マルクス主義の基本的な資本主義認識の妥当性に吊
る事であるが故に，ローマーのこの提案は研究の方

向として適切ではあった．だが，後にYoshihara
（2006）が指摘した様に，Roemer（1982）の新提案も

依然としてCECPの成立に失敗するのであって，
改めてCECPの成立を保証するような労働搾取の
定式とはどうあるべきか，という事が問題となった

のである．その課題への1つの解答を示したのが
Yoshihara（2007）であって，そこでは労働搾取の定

式が一般に満たすべき最小限の必要条件を労働搾取

の公理（LE）として定義し，さらに公理LEを満た

す任意の労働搾取の定式がCECPを成立させる為
の必要十分条件を明らかにした．その結果，CECP
の成立を保証するような労働搾取の定式である為に

は，それは所得情報依存的な定式でなければならな
い事が明確化された．

　しかしこの結果は，労働力の価値を超える剰余価
値の存在として労働搾取概念を解釈してきた，伝統

的なマルクス主義の労働搾取論とは相容れないもの

であった．それ’故に，CECPの成立問題を抜きにし

て，改めてもっともらしい労働搾取の定式とは何か

という事が問題にならざるを得ない．とりわけ，吉

原（2008）でも示してきた様に，FMTやCECPとい
うマルクス主義の資本主義経済に関する基本認識の

妥当性に関る定理が頑健であるか否かは，いかなる
労働搾取の定式を前提するかで答えが違ってくる．

従って，妥当な労働搾取の定式の同定は，マルクス

主義的な資本主義経済に関する基本認識が妥当であ

るか否かの問題にも廻る．この問いに答えるのが
Yoshihara　and　Veneziani（2009）の労働搾取に関する

公理的分析である．本稿4章では，代替的な労働搾

取の定式に応じてCECPの成立がどう保証される
か否かを概括した後に，この公理的分析の成果につ
いて紹介する．

　他方，労働搾取概念を，労働疎外の問題と解釈し，

FMTも疎外論的な解釈によって基礎付けようと試
みるのが，松尾（1997，2002，2004）による労働搾取

の代替的定式の提唱である．この定式の独自性は，

代表的労働者の消費に関する主観的効用の充足度の

「ファースト・ベスト」状態からの逸脱という観点

で労働搾取を解釈するという，徹頭徹尾，主観主義

的なアプローチを取っている点である．しかし，

研　　究

Yoshihara（2007）やYoshihara　and　Veneziani（2009）

での新提案も含めて，従来の労働搾取の定式は以下

の意味で客観主義的な性格を持っていた．すなわち，

同じ能力で同じ時間働き，同じ賃金収入を得ている

全く職種や階層上の違いの無いような労働者間での

消費選択の違いだけで，一方が搾取者で他方が被搾

取者となるという事が起こらない性質を保持し，そ

して，正の利潤が実現されている市場均衡であって

も，生産技術条件の違い（劣位生産工程が存在する

か否か等）によって，搾取率が正となったりゼロと

なったりという事態が起こらない性質を保持する労

働搾取の定式が望ましいと考えられる。Veneziani

and　Yoshihara（2008）はそのような観点での労働搾

取の定式を提唱する立場を客観主義的アプローチと

称した．労働搾取の客観主義的アプローチが提示す

る上記の基準を，松尾の主観主義的定式は満たして

いない。また，そもそもこの定式の下では肝心の
FMTも成立しない事が本稿の3章において論じら
れる．

　以上の議論はいずれも，一時的な資源配分問題に

おける市場均衡において労働搾取が生成・存在する

か否かについて問うてきた．他方，問題を異時点間

資源配分へと拡張する場合には，生成した労働搾取

的な階級関係が継起性を持つか否かが問うべき問題

となる．本稿の5章ではこの男時点間資源配分にお

ける労働搾取の継起性問題を取り上げ，その問いへ
のいくつかのアプローチ［大西（2005），山下（2005），

Veneziani（2007），　Veneziani　and　Yoshihara（2009）］

を検討・紹介する．大西（2005）や山下（2005）は，標

準的なマクロ最適成長モデルにおいて，初期時点に

おける資本賦存量の大きさに関りなく，定常状態に

おける資本ストック水準が一意に決まる性質に関し

て，独特の解釈を与える事によって，労働搾取の動

学的消滅の可能性を論じた．他方，見時点間資源配

分問題における市場均衡配分である定常的再生産可
能解を特徴付けるオイラー方程式の分析によって，

全ての経済主体に共通な時間選好率の値次第で，労

働搾取が動学的に継起的であるか否かを論ずるのが，

Veneziani（2007）及びVeneziani　and　Yoshihara
（2009）である．

　　　　　　2．基本的経済モデル

　今，市場を通じた取引が普遍化している経済社会

には種類の財が存在している．この経済社会におけ

る生産技術を一般に，生産可能性集合P⊆R一×R竺

×R隼で表す．集合Pの一般的要素は2η＋1次元ベ
クトルα≡（一α0，一αPα）∈∫）であって，αo∈R＋は

生産計画αの下での直接労働投入量，α∈磁はそ
の計画下での非負の財の投入ベクトル，石∈R写は

その結果としての財の産出ベクトルを表す．また，

α≡δ一q∈R”で，生産計画αの遂行によって得ら
れる純産出ベクトルを表す．生産可能性集合Pは

一般に，R一×R竺×R準における閉凸錘（closed
convex－cone）集合であり，0∈Pである．さらに以
下の追加的仮定を課す2）1
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Al．∀α＝（一αo，一α，疲）∈P，［δ＞0⇒αo＞0】；

A2．∀c∈R隼，ヨα＝（一αo，一α，δ）∈∫）∫．’．δ≧c；

A3．∀α＝（一αo，一α，δ）∈、P，

　　∀（’一ノα，α）∈R竺×R準，

　【（’一ノαα）≦（一α，一δ）⇒（一α。，一α’，石’）∈P｝．

上記の追加的仮定のうち，Al．は2生産活動におけ
る労働投入の不可欠性を意味する．他方，A2．は，

いわゆる純生産可能性条件の一般的記述である，
A3．は，いわゆる自由可処分性（free　disposal）の仮

定を意味する．尚，P（α。＝1）≡｛α∈Plα＝（一1，

一α，δ）｝という記号を以下，適時，使用する．ま

た，労働投入量1単位の下で純生産可能な財ベクト
ル集合を，

P（α。ニ1）

≡｛δ∈R”1ヨαニ（一1，一α，石）∈P：δ一α≧θ｝

とする．また，任意の集合Xに関して，∂X≡｛x∈

Xlr（ヨx’∈X）：x’》x｝と表す．さらに，∂SX≡

｛x∈Xlr（ヨx’∈X）：x’＞x｝と、・う記号も用いる．

例えば，∂SPは効率的生産可能性集合であり，他
方，∂Pは集合Pの境界（boundary）集合である．

　次に森嶋型の労働価値を定義しよう．

定義1．［Morishima（1974）］：庄惹：の瀕履ベク済

ノレ。∈R撃の究理緬覆侮∂07ηα1鰍ゾ。ノぱ彦／7「のよう

～ご与えら埋る’

1．0．（C）≡min｛α。1ヨ（一αα一α，δ）∈P：亟一α≧C｝．

同様にして，今，労働者の実質賃金ベクトルbの
労働価値を1．〃．（b）によって定義する．これは，労

働力の再生産の為に最低限必要な財ベクトルbの
生産の為の社会的必要労働量であり，労働者の1日

1単位労働の中の必要労働時間を構成する．従って，

労働搾取率は，剰余労働時間を必要労働時間で除し

た値として，以下の様に定義される：

定義2．［Morishima（1974）］：房与の実質鯉ベク

みノレbκ診ノノる一斗勧の搾敦門門6鋼漉（ゾ励07傑

力10磁’加ノぱ以7「のよジノご与えらノzる’

　　　　　　　・（・）≡≒鐙）．

3．代替的な搾取の定式　主観主義的アプローチ

　一般化された商品搾取定理（GCET）によって，労

働の搾取を正の利潤の唯一の源泉として説明するシ

ナリオが使えない事が論証されて以降，改めて労働

以外の財の搾取の意味が議論されてきた．GCET
を批判する議論は，例えば磯谷・植村・海老塚
（1998），松尾（20042007），藤森（2009）等のように，

労働を他の生産要素とは根本的に区別されるべき本

源的かつ主体的生産要素である点を強調する．労働

の搾取とバナナや鉄の搾取とで，社会科学的な意義

が違うのは直観的には自明である．問題は，FMT
だけでは労働搾取の固有の意義を説明できない点に

ある．そもそもマルクス主義者は，労働搾取の固有

の意義を，資本主義における不公正の告発という規

範的な観点ではなく，資本蓄積メカニズムについて
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の事実解明的な説明を提供する点に，位置づけてき

たと言えよう．そして，それが空虚な議論ではない

事を保証する為にも，労働搾取の存在を正の利潤の

唯一の源泉として説明すると意義付けられてきた

FMTの成立は，マルクス主義の理論的整合性にと

って重要であった．しかし，GCETによってその
種の説明は説得性が無くなった，正の利潤生成の源
泉としては，労働以外の財でも形式的には説明可能

となった以上，なぜ労働搾取概念を固有に取り上げ

る必要があるのか，改めてその意義付けの再確認が

必要とされたのである．この問題に関して，松尾や

藤森は，生産性の果実を，人間的な要素である労働

の評価を通じて社会的に配分されると考えるのが
「人間の学問である経済学の考え方である」（藤森
（2009））との解釈論によって，労働価値概念及び労

働搾取概念の意義を他の財とは区別しようとする．

　これは所謂，「バナナが人間のように考えるであ

ろうか」との主張であるが，バナナに人間のような

主体性がない事を指摘したとしても，労働搾取概念

を用いて，バナナ搾取では説明出来ないような何も

のかを説明出来るのかという問いに関して，依然と

して解答にはなっていない．「バナナの搾取＝バナ

ナ1単位産出に必要なバナナの直接間接の投入量は

1未満」を論ずるのに，「バナナの主体性」など前
提する必要はないわけで，すでに吉原（2008）でも強

調しているように，搾取には生産要素の「効率的」

利用という意味もあって，バナナの搾取の場合，そ

の意味での搾取に他ならない．他方，労働搾取の場

合，労働という生産要素の効率的利用という意味で

の説明概念と解釈すべきなのか，搾取者一被搾取者

関係の存在という人々の生産関係に関する説明概念

と解釈すべきであるのか，FMTだけでは曖昧なま
まである．そもそも定義2で与えられたような森嶋

型の搾取の定式の場合，生産要素の効率的利用とい

う意味がより直裁的に表現される．なぜならば，そ

の定義は，労働者の消費ベクトルの純生産の為に三

士投入に関して技術的に最も効率的な生産計画を採

用する場合には，その投入量が1労働日未満になる，

と言っているに過ぎず，それは当該社会における経

済主体の所有関係ないしは生産関係のあり方とは独

立に議論できる性質を持っている．実際，FMTは
経済主体の所有関係のあり方とは独立に成立するか

ら，仮に全員が等しく資本財へのアクセスが保証さ

れ’た公的所有化の市場経済であっても，利潤率が正

であれば定義2の意味での労働搾取が存在するとい

う話になる．そこでの労働搾取の意味は，労働とい

う生産要素の効率的利用としか解釈できないもので
あろう．

　労働搾取の固有の含意をバナナ搾取のそれと区別

する問題に，単に解釈論ではなく，理論分析的に応

える事の必要性については，松尾自身は自覚的であ

ったようで，故に松尾（2004，2007）は労働搾取の固

有の規範的意義を明らかにするために，代表的労働
者の効用関数を導入し，それ’をプリミティヴなデー

タとして定義する主観主義的な労働搾取の定式を新
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たに提唱した．それは以下の様に示される．この社

会は2つの人々のグループN及び0から構成され
ている．グループNは資本家階級に属する人々か
らなる集合であって，任意の資本家レ∈2＞は，財
の初期賦存ベクトルωレ∈R隼を私的所有している．

他方，グループ0は労働者階級に属する人々から
なる集合であって，0に属する全ての労働者のη
種類の財の初期賦存は①∈R琴である．彼らは単に

1労働日に1単位の労働を提供する能力（労働力）を

有しているだけであり，その能力の格差は存在しな

い．また，彼らの提供する労働は同質である．かく

して，社会全体での財の初期賦存量はω≡Σ．，Nω”

である．全ての労働者は1労働日に1単位の労働を
提供する事の対価として，少なくともb∈R準の生
存消費ベクトル（subsistent　consumption　vector）を

購入可能なだけの賃金収入を必要とする．また，余

暇への選好は存在しない．今，財の私的所有状態を
（ωり）、、Nで表す事ができる．以上より，一つの資本

主義経済（acapitalist　economy）をリスト〈2V，0；
（P，b）；（ωり）、、N＞で表す．

　資本主義経済〈1＞，0；（，P，b）；（ωリリ，N＞の下で，

今，財市場における完全競争市場を仮定し，各経済
主体は市場価格体系（p，ω）∈R準＋1を所与として，

合理的経済活動を選択するものとしよう．但し，p

は1×η型価格ベクトルであって，その各成分
ρ∫≧0は財ブの市場価格を表す．また，ω≧0は名目

賃金率を表す．労働者は価格体系がz〃≧pbを満た

す限り，資本家に雇用されて1日1単位労働を提供

する事を望む．逆に”＜pbならば，いずれの労働

者も労働市場から撤退する．つまり，もはや1日1
単位労働を提供しようとは考えない．

　今，労働者の財に関する消費選好を表す効用関数，

もしくは労働者の厚生水準を評価する，R隼上で定
義された実数値関数を卸（・）とする．これは各財に

ついて連続かつ単調増加な性質を持つものと仮定さ

れる．労働者の1労働日あたりの貨幣賃金1に対応

する実質賃金ベクトルがd∈R旱であるとしよう．

この財ベクトルdと少なくとも無差別な効用を与
える任意の財ベクトルのうち，最小の労働投入で純

生産可能な財ベクトルの労働投入量を，財ベクトル

dの労働価値とするのが，松尾（1997）（及びMatsuo

（2008））の労働価値の再定義である．すなわち，以

下の最小化問題を考える：

　　　rnln　　α0
　　（一α0，一9，冠）∈P

　　5．’．δ一α≧c，（∀c∈R準：π（c）≧π（d））．（1）

問題（1）の解をα”で表す事にしよう．その対応す

る最：小労働量をで記述する，すると，松尾型労働搾

取率は以下の様に定義される：

定義3．［Matsuo（2008）］：労膨考の～浮費～こ灘ナる

粥を評勿ナる醗かつ慰単調な鞍危徽鼠・）
が庄惹・κ与えられでいる．そのまき，所与の芙：麟

．金ベク々レd∈R年～ごお〆ノる労働のπ一搾取率（the

rate　of　labor　exploitation）んオ∠∋！7「のよ’ラ〆こ与ノε多野

る

謬
0

α一
1

π
0

α
≡）dμ

θ
（2）

詰た，労勧の搾確率が：正で、あるの鶴塗での逆続か

つ強単調な野阜購π（・）〆こ：灘乙τπ一黒丸率が

正であるどきである、

　この労働搾取の再定式によって，松尾は所謂，労

働疎外の存在を労働搾取の解釈に関連付けようと試

みた．すなわち，代表的労働者が「ロビンソン・ク

ルーソーの世界」の様に生産可能性集合Pに自由
にアクセスして，その下で効用最大化を達成するよ

うに生産と消費を行う場合の効用水準に比較して，

1労働日を供給して財ベクトルdを消費する下で達

成される現在の効用水準は，絶対的に低い水準とな

る。任意の連続かつ強単調な効用関数πに関して
ε” id）＞0であるとは，以上の事態を意味する。こ

の事態を松尾は労働疎外と解釈し，疎外の問題と関

連付ける事によって，定義3の労働搾取を意義付け

ている．

　ところで，〆（d）＞0とはπ（c）＝π（d）となる，

ある。∈R琴に関して，

　　　　　c∈P（α。＝1）＼∂5P（α。；1）

である．つまりπ一搾取率が正の労働者は，生産可

能性集合の非効率的部分集合に属する財ベクトルの

消費に等しい水準の効用しか達成できない．他方，

同じ1労働日で労働者は必ず効率的生産可能性集合
∂5P（α。＝1）に属する財ベクトルを生産でき，「ロ

ビンソン・クルーソー的状況」ではその生産した財

を全て消費できるから，当然，その場合の効用最大

化の帰結は財ベクトルdを消費する場合よりも効
用の達成水準が高くなる．両者の対応性は自明であ

る．しかし，すでに吉原（2008）でも指摘しているよ

うに，「ロビンソン・クルーソー的状況」での効用

を達成できない事態がなぜ労働疎外を意味するのか，

極めて不明瞭である．

　しかし仮に，定義3の労働搾取の定式の労働疎外

的解釈が可能であると認めたとしても，この定義は

資本主義社会における労働搾取概念の定式としての

資格をそもそも満たしているとは言い難い．この点
に関して，概念上の問題点は吉原（2∞8）の4．2節で

指摘済みであるし，さらなる論点に関してはVene－
ziani　and　Yoshihara（2008）を参照されたい．ここで

は，定義3の下では，森鳴型労働搾取の定式では保

証されていたFMTの頑健性が維持できなくなる事
を指摘しておけば十分である．その事を見る為に，

今，生産可能性集合の特殊形態として，フォン・ノ

イマン生産技術体系（．4，β，L）を考える．ここで

．4はη×挽型非負の投入行列であって，その各成

分砺≧0は，第ブエ程の1単位操業水準に必要な財
ガの投入量を意味する．また，Bはη×吻型非負の

産出行列であって，その各成分6”≧0は，第ブエ程
の1単位操業水準で可能な財∫の産出量を意味する．

他方，直接労働投入ベクトルである五は1×吻型
非負行ベクトルであって，その各成分均≧0は，第

ノ工程の1単位操業水準当たりに必要な直接労働投
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入量を意味する．この（／1，B，五）に対応する生産

可能性集合は
　P（A，β，L）…｛（一α。，一α，α）∈R．×R竺×R旱1ヨx

　　∈R攣：（一ゐx，一．4x，　Bx）≧（一α。，一α，δ）｝

で与えられる．このP（ん8，L｝はR一×R竺×R琴にお

ける閉凸錘集合であり，0∈P砿Bのである．
　資本主義経済〈N，0；（P〔ん8，島b）；（ωレ）、曜〉の

下でしばしば議論される，1つの均衡概念は均斉成
長解（balanced　growth　solution）と呼ばれ，るもので，

以下のように定義される1

定義4．［von　Neumann（1945）］：奮意の贅本主難
房芦〈N，0；（P（んβ，L》，b）；（ωつ渕＞＞〆ごヌプ乙て；　ある

ペア（（P，勿），αつ∈R隼＋1×Pが一つの均：三三三三

のαzαπcθdg7りω漉801μ戯，η九Bθ5ノど呼ばれるの

ぱ，ある鞍π〉一1が存差’乙でぞ轟ψ似7「の条
件を蒲たす∠き，その∠きのみである’
（a）∀（一α“一α，δ）∈P，

　　P匝≦（1＋π）［Pα＋ωα。］；

（b）♂≧（1＋π）（α＊＋α8b）；

（c）〃＝pb（生存賃金均衡条件）；
（d）　Pδ＊＝（1十π）（Pα＊十zoα8）；＆

（e）P♂＞0．

ここで，（a）式は，価格一費用不等式を表しており，

競争によって均等利潤率πを超える利潤は消滅す
ることを含意している．（b）は，財の資本財として

の消費であれ個人的消費であれ，今期の消費量は前

期に生産された粗産出量を上回ることは出来ない事
を意味する．（d）は収益性のルールを表明しており，

すなわち，均等利潤率を実現できないプロセスは操

業されない事を含意している．同時に，自由財のル

ール，すなわち，過剰生産の生じる財の価格はゼロ

になる事を含意する．（e）は総産出の価値は正であ
ることを示す3＞．

定理1［Veneziani　and　Yoshihara（2008）］：ある資

本」臓鰹済〈N，0；（P（んβ，L》，b）；（ωレ）．、N＞ノニ診い

鴬　その山面の：会での均襯麦iン解ノニおし・て；，定菱3

の濠笏ξでの労騨坂率が翌rであるノご6灘らブ架証
虚喝がセ“ロまなる．

証明：フォン・ノイマン生産技術体系G4，B，五）

であって，以下のような数値例を考える：

B＝
り
0
∩
4

2
9
白

Σ、，Nωレ＝1ノ＞1

1
1

1
1

－
　
　
1

＝
　
1
1

，L＝（1，1），b＝
，1

1
均斉成長解を考えればよいので，ここでは資本財の

初期賦存についてはどのように設定しても構わない

事に注意せよ．この経済での均斉成長解の集合は
（P，x，π）∈（｛（0，1）｝×｛x’∈照1必1＋認≦＝1｝×｛0｝）

である．すなわち，ここでは全ての均斉成長解にお
いて，その保証利潤率はゼロである．

　ここで，この生産技術体系G4，B，五）に対応す
るP（ん8，ム｝を考えると，

P（A，β，ム）（α。＝1）＝oo
，

∩
乙
∩
）

∂SP（ん8，ム）（α。＝1）＝

川
1
｝

0
0
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である．但し．一般に記号ooXは集合Xの凸包を
表す．このとき，b∈∂P（ん昂》（αo＝1）であるが，

b∈∂S∫）（んβ，L）（αo＝1）である．すると，どのような

効用関数πの下でも，それが強単調性を満たす限

り，そのbを通る無差別曲線は厳密に右下がりに
なるので，ある。∈Rζに関して，μ（c）＝％（b）か

つ。∈P（αo＝1）＼∂SP（αo＝1）である．従って，全

ての効用関数πの下で，〆（b）＞0である．かくし

て，定義3の意味で，正の労働搾取が存在している．
Q．E．D．

　よく知られている様に，Morishima（1974）では，

均斉成長解の下では，フォン・ノイマン経済体系で

あっても，正の労働搾取と正の利潤率の同値関係が

維持される．労働搾取を正の利潤の唯一の源泉とし

て見倣すかどうかに議論の余地があるとしても，

FMTを，労働搾取概念を用いた資本主義経済につ
いての基本的認識に関る1つの特徴づけとして位置

づける立場であれば，そもそもFMTが成立しない
ような労働搾取の定式は，概念の定式に失敗してい

ると考えるべきである．少なくとも，森嶋型労働搾

取の定式ではFMTが成立する以上，定義3の場合
にはそうならないという事は，労働搾取概念を用い

た資本主義経済についての基本的認識の変更を求め

るべき段階にあるというよりも，まずはこの代替的

な定式化自体の失敗を問うべき段階にあろう．

　尚，定理1の示す様な定義3におけるFMTの不
成立は，均衡解概念を再生産可能解（Roemer（1980，

1981））に変更したとしても，解消出来ない．すなわ

ち，定理1の証明と全く同じ経済環境を設定して，

ある再生産可能解の下で定義3におけるFMTの不
成立を導く事が出来る．

4．代替的な搾取の定式：客観主義的アプローチ

　前章の議論で明らかにされた様に，我々は資本主

義経済における正の利潤の生成と資本蓄積運動の背

景に労働搾取の存在を見るという，資本主義経済に

関する基本認識への直観がある限り，少なくとも労

働搾取の定式はそれによってFMTの成立が維持さ
れるようなものである事が求められよう．しかるに，

労働搾取概念にはいかなる社会科学的な意義がある

のか，その定式化によって，社会科学に関するいか

なる重要な問題を適切に説明することが出来るのか，

という問いについては，FMTの成立問題とは別に
改めて議論しなければならない．FMTが成立して
もGCETも成立するので，労働搾取を資本蓄積の
メカニズムを説明する固有の概念と位置づける論拠

が不十分だからである．他方，労働搾取を考察する

固有の意義を明らかにする議論として位置づけられ

るのが，ジョン・ローマー（Roemer（1982））の提示
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した富一階級一搾取対応原理（CECP）である．マルク

ス主義において意味のある労働搾取概念とは，労働

という生産要素の効率的利用状況を表す意味でのそ

れではなく，むしろ資本家階級と労働者階級の生産

関係についての特徴付けとしてのそれであろう．し

かしながら労働搾取を資本蓄積メカニズムの説明機

能として位置づけるだけでは，両者の違いは曖昧で
ある．他方，富一階級一搾取対応原理の議論は，搾取

関係と階級関係の対応性を内生的に導出する事で，

労働搾取に階級間の生産関係に以る概念としての含

意を持たせることに成功していると言えよう．

　一方，いかなる労働搾取の定式が適切であるかに

ついても，別個，分析する必要があろう，吉原
（2008）の4章で詳細に論じたように，FMTが成立
するか否かという問題自体，労働搾取をどう定式化

するかに応じてその答えは違ってくる．また，本稿

の前章で我々は，森嶋型労働搾取の定式の下では

FMTが成立するが，松尾型ではそうならない旨を
示した．我々は，資本蓄積運動の背景に労働搾取の

存在を見るという，資本主義経済に関する基本認識

への直観を変更させてまでも，松尾型の定式を採用

すべきだと思わざるを得ない程の説得性を，その定

式には見い出し得なかった．しかし，仮にそれが森

嶋型に比べて労働搾取概念をより適切に表現してい

て，これ以上により説得的な労働搾取の定式は考え

られないと思う程であれば，我々の意思決定は全く

逆のものになるだろう．同様の問題は富一階級一搾取

対応原理（CECP）の分析においても発生する．すな
わち，吉原（2008）の5章でも論じた様に，より一般

的な閉凸凹生産経済の下では，いかなる労働搾取の

定式を用いるかに応じて，CECPが成立するか否か

の解答が変わってくる．従って，そもそも適切な労

働搾取の定式化はいかなるものであるのかについて
も，固有に検討すべき課題なのである．

　本章では我々はまず，CECPについての幾何的な
解析に則った簡単な説明を行う．その際に，我々は

全ての経済主体が生存可能消費ベクトルを獲得でき

る限りで労働支出を最小化しつつ市場経済で取引を

行うという，一種の生存可能生産経済のモデルを想

定する．それは私的所有制度も完全競争的な市場も

存在するが，資本蓄積は起こらない静態的経済社会

である．そのような経済環境であっても，搾取関係

も階級関係も生成する事を見る事で，我々は資本蓄

積メカニズムの説明機能の有無の問題とは別個独立

に，労働搾取概念の固有の意義を明らかにする事が

できる．そのようなモデルにおいて，我々は労働搾

取の定式次第で，CECPが成立するか否かが変わっ
てくる事を確認する．その上で，では適切な労働搾

取の定式化とは如何なるものかについての，公理的

分析に基づく最新の研究成果について紹介する．最

後に改めて，FMTの成立問題に戻り，もっともら

しい労働搾取の定式の下では，FMTもCECPも頑
健である事を確認する．すなわち，我々はもっとも

らしいと公理的に導出された労働搾取の定式の下で，

CECPの成立によって，労働搾取概念が確かに資本

家階級と労働者階級の問の階級的生産関係を特徴付

ける意義を持つ事を確証できる。さらにそのような

意義付けが付与された労働搾取概念を用いて，
FMTの成立によって，資本蓄積メカニズムの運動
の背景に，資本家階級と労働者階級の問の搾取的な

生産関係の存在を見出すという，マルクスが当初，

r資本論』（Marx（1967））において試みた，資本主義

経済の基本認識の妥当性を確証できる。もちろん，

依然としてGCETがある以上，正の利潤の唯一の
源泉という説明は出来ないが，労働搾取の定式の公

理主義的抽出とCECPによる裏づけを背景に，そ
の概念は固有の意義を伴って，資本主義経済の規範

的特徴づけを可能とするのである．

4．1階級一搾取対応原理

　本章における社会の人口は集合！＞からなり，こ

の人口の任意の構成員レ∈2Vは一般に，非負の財
初期賦存ベクトル（ωレ∈R琴と1労働日に1単位の
労働を提供する能力（労働力）を有している．個々人

の問で労働能力と消費選好に関する差異は存在しな

いものの，財初期賦存の私的所有に関しては，一般

に個人間で格差が存在する可能性があり，ある個人

たちは財の初期賦存が0∈R琴である可能性も排除
していない．さらに，任意の個人レ∈1＞は1日生
存する為に，b∈R隼の消費財ベクトルを消費する
必要があると仮定する．以上より，一つの生存可能
経済（asubsistence　economy）は，リスト〈2＞；（P，　b）；

（ωリ）リ酬〉で表され，る．

　このように定義された経済において，全ての個人

は等しく当該社会の生産技術Pに直面しているが，

彼らの所有する資本財初期賦存の貨幣価値額は異な

り得る．そのような環境において，任意の個人
レ∈1＞は3章のモデルと異なり，以下のような3つ
の形態で経済活動に参加する可能性を持っている．

一つは，彼の所有する資本ストックを使って自ら働

いて生産するという活動である．そのような形での

生産活動水準を
　　　　　αレ＝（一α8，一αレ，～豆リ）∈P　　　　　（3）

で表す．第二に，彼は自分の所有する資本ストック

を使って，他人の労働を雇用して生産活動に関与す

るという可能性がある．そのような形での生産活動

水準を
　　　　　βり＝　（βδ’，　昼レ，βレ）∈P　　　　　　　（4）

で表す．最後に，彼は他人に雇われて，他人の資本

ストックの下で労働する形で生産活動に関与する可

能性がある．彼が他人に雇われている下での労働量
をγ8∈［0，1】で表す．任意の個人レ∈2Vは，所与の

市場価格体系（p，z〃）∈R孕＋1の下，自分の所有する

資本ストックの貨幣価値額pωレと1日1単位の労
働賦存とを上記の3つの形態の生産活動に配分して，

生存消費ベクトルを購入可能とする所得確保に要す

る労働支出を最小化しようとする．すなわち，任意
の個人ン∈ノ〉は，所与の市場価格体系（p，ε〃）∈

R隼＋1の下，以下の様な生存可能所得制約下での労
働支出最小化問題（Pl）
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　　　　　min（。・，βちγぎ｝、P．p．［o，1】αざ十γ8　　　（P1）

s，しP（厩レーαり）十［P（βり一βり）一ωβ8】十”γ8≧pb，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Pla）
　　　　　P（qリ十βレ）≦Pωり≡日嗣　　　　（Plb）

　　　　　　　　α♂十γ8≦1．　　　　　　　　　　（Plc）

の解となるような経済活動（αレ，βレ，γ8）∈P×P×

［0，11を選択する．価格体系（p，zのの下での問題

（P1）の解の集合を，．4レ（p瀦）で表す事とする．こ

の経済における均衡概念は以下のように定義され
る：

定義5．［Roemer（1982；Chapter　3）］；彦惹2の生存

嘘窟艀〈N；（P，b）；（ωリ）り酬〉～ご対ム乙プ々ブ

イーノレ（（P，ω），（αン，βン，γざ）レ，N）∈R撃＋1×（P×P×

［0，1］）耀が1つの厚1生産可諺解向reρzod〃。弼θ

30厩∫oπノであるの鶴それガ∫以7rのヌ…件を涛たず

まき，そのまきのみである’
（a）∀レ∈1V，（αン，βり，γ8）∈4レ（p溜），（労働支出

　　最小化条件）；

（b）　㊦＋β≧Nb，（再生産可能条件）；

（C）β。＝γ。　（労働市場均衡条件）；＆

（d）　α＋β≦ω　（社会的実行可能性条件）．

定義5の4条件のうち，（a）は再生産可能解での市

場価格体系の下で，全ての経済主体は制約下の労働

支出最小化計画を遂行している事を意味する．条件

（d）は，社会総体として賦存する総資本財賦存量ω

の範囲内で生産活動を行う事を意味する．これはこ

の経済モデルに暗黙裡に時間的構造の導入を意味し

ている4＞．条件（c）は蛍働市場における需給均衡を

表す．最後に条件（b）は，消費財の需給条件を表す．

条件（b）のもう一つの説得力ある解釈に基づけば，

今生産期間の期首に社会に賦存した資本財ストック

量ωを今生産期間の期末において再現可能である

為の条件を表しており，来期の生産においても再び

最低限ωの量だけの総資本財ストックを投下して
生産可能である（少なくともいわゆる単純再生産可
能である）事を要請している5）．

4．1，1富一階級対応関係

　以下では，経済は再生産可能解の下にあると想定

する．階級とは，分業によって生じる各個人の再生

産可能解下での経済活動のタイプによって，定義さ

れる，特に労働力を買う立場か，売る立場か，自給
自足であるか，という観点が関連する．すなわち，

均衡状態において，専ら他人労働の雇用で生産活動

に関与する個人の集団を資本家階級，逆に，専ら自

己労働の他人による雇用によって生産に関わる個人
の集団を労働者階級，自営，すなわち，自分の労働と

自分の所有資本だけで生産を行う個人の集団を小市

民階層，等々と見傲し，それを以下の様に形式化した．

定義6．［Roemer（1982）］：在惹＝の坐存可一句艀
〈N；（P，b）；（ωン）レ、N＞ガ斗　正の例濁率の伊ラ厚堂

淫ぎ可1彪潔（（P，ω），（αン，βり，γざ）ン∈」v）の7「ノご‘あるど　乙〆

よラ．このまき，この贅域主養社会〆ご診げる徽葎
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透鶴葵診の餉分彩ま乙で麟さノzる彦／7「の5つ
の謝棄治cpc，　C5c，　CPB，　C躍P，　cp～ご．オクで与えら≠乙

る：

　　　レ∈cpc⇔（0，＋，0）∈みり（P，ω）；

　　　レ∈csc⇔（＋，＋，0）∈．4り（P，ω）；

　　　レ∈cp8⇔（＋，0，0）

　　　　∈みり（P，ω）＼（＋，＋，0），（＋，0，＋）；

　　　レ∈C瓶P⇔（＋，0，＋）∈眠り（P，〃）；

　　　レ∈cp⇔（0，0，十）∈∠4ン（P，ω）．

但乙・，　（＋，＋，0）ぱα8＞0，β8＞0，γ♂＝0　ま読む，　彪

6雛
ここで，集合CPCに属する諸個人は資本家階級に
属する，と解釈するに相応しい．なぜならば，彼ら

は再生産可能解において，専ら他人労働の雇用によ

って経済活動に関与しているからである．また，集

合CsCは他人労働の雇用のみならず，自分の所有
する資本を生かして自分でも働く諸個人の集団であ

り，小資本家階級と言うに相応しい．他方，集合
CPBに属する諸個人は中産階級に属する．なぜなら

ば，彼らは再生産可能解において自分の所有する資

本を生かして専ら自分で働くという自営業として，

経済活動に関与しているからである．また，集合
C艀に属する諸個人は兼業労働者階級に属する．な

ぜならば，彼らは再生産可能解において自己所有資

本の下で自己労働する以外に，他者に雇用されてそ

の指揮下で労働するという形態で経済活動に従事し

ているからである．最後に集合CPに属する諸個人

は労働者階級に属する．なぜならば，彼らは再生産

可能解において，専ら他者に雇用されてその指揮下

で労働するという形態で経済活動に従事しているか
らである．

　以下では，再生産可能解において，各個人の所有

する貨幣資本罪りの大きさに応じて階級分解が生
じる事を，幾何的に説明する．便宜上，生存消費ベ

クトルbはコーン1財のみからなるスカラーろ＞0
と考え，資本財ベクトルも1財のみからなるスカラ

ーω＞0であり，また全ての生産工程はこの資本財

と労働の適当な比率でコーンを生産するコーンー1

資本財モデルを考える．資本財を今，価格ニュメレ

ール財と想定しよう．すると，再生産可能解（（p，
切，（αレ，βリ，γ8）、，N）における任意の個人の所得制約

式（Pla）は，資本制約式（Plb）を代入する事によっ

て

　　　　π（ρ，”）πzり十zo（α8十γ8）＝ρδ　　　　（5）

となる．但し，π（ρ，ω）はこの均衡状態における利

潤率を表す。この（5）式を個人レ∈2Vに関して集計
すると，π（ρ，ω）確＋ω（αo＋γo）であり，また，再

生産可能解においては

　　　　Σ、，N（αり＋βレ）＝（旦＋β）

　　　　　　＝Σ．、Nωリ＝確＆βo＝γ。

である事から，結局，

　　　π（ρ，ωN）（・＋屋）＋器（伽・禽）一・・（・）

を得る．これは再生産可能解における，経済全体に
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図1．この経済で1人あたりδのコーンを生産するための，1人あたり
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図2．レ∈cpc⇔π（ρ，ω）確り〉ρδ
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　　　　　　　剛　　　　：1人あたりの資本財投入量

　　　　　　　う：．1人あたりの生存消費財

生存消費水準ゐを生産するため

に必要な生産要素集合P（の
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。、葦。嘔讐一攣L・

　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　雇用労働需要

おける要素費用曲線である，この（6）式は，均衡に

おいて，1人あたりコーンろを純産出する為に経済

舞才望撫瓢論欝1．
また（5）式と（6）式より明らかであるように，各個人

が直面する所得制約曲線と1人あたり要素費用曲線

とは一致する，他方，一般に，消費財ベクトルb
の純生産の為に必要な生産要素の集合を

P（b）…｛（α。，α）∈R．×R劉ヨ石

　　　　　∈R旱：（｝α0，一α，α）∈P＆而一⊆星≧b｝

で定義できる．コーンδの純生産の為に必要な生産

要素集合も同様にP（6）で定義できる．均衡におけ

る要素費用の値ρ6とは，生産要素集合内P（δ）で

の（6）式の最小値として定まる．また，集合P（ω

は凸である事から，そのフロンティアは原点に向っ

て凸となる．以上より，均衡における生産要素投入

べ…レ（栖＋β），弄（耐副は・図1の・

うに定まる．

　次に均衡における各個人の最適解（α’，βレ，γ8）∈

・4レ（p，ω）についての特徴を明らかにし

よう．各個人の目的は労働支出の最小化

であり，また，均衡においては利潤率は

非負となるので，各個人は所有する貨幣

資本全てを用いて，資本財を購入し，そ

れを投入する事が最適となる．その結果，

均衡における各個人の利潤収入は
π（ρ，”）罪レとなる。よって（5）式の左

辺第2項が表れるわけであり，その結果，

各個人の労働支出の最小値は

・・＋・・一
ﾁ力∂一π（カ，ω”）研｝

　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

となる．すなわち均衡において，全ての

個人は（6）式に一致する所得制約の下で，

（7）式に基づいてその労働供給量を決め

ている．

　では，各個人が問題（P1）を解く結果

として，定義6の5つの階級のうちのい
ずれか1つに必ず所属する事を確認しよ

う．以下では，図1で描かれたように，

集合P（ののフロンティアは滑らかな曲

線となり，従って，均衡における要素費

用を最小化させる生産要素投入ベクトル

は，図1のように，一意に決定される状

況を想定しよう．最初に，個人レ∈N
の貨幣資本の初期保有が

　　　　　　　　　ρδ
　　　　　確”≧　　　　　　　　π（ρ，卿）

である場合を考えよう．このとき，彼は

利潤収入だけで生存水準のコーンδの購

入に十分な所得を稼得できる．換言すれ
ば，生存に必要な所得を稼得する為には，

　　　カ∂
　　　　　　の数量に相当する資本財彼は
　　π（ρ，ω）

を購入し，ρうに等しいだけの利潤収入を得れば十

分であるが，しかしこの利潤収入を得るためには資

本財が完全稼動されなければならず，その為には

　　　　　　　　　αo＋βo　ρδ
β8＝ @α＋β　π（1），zの

だけの労働投入が需要される．個人レ自身は（7）式

より，労働を供給しないので，この労働需要は他者

労働の雇用によって満たされなければならない．こ

れは個人ンが資本家階級cpcに属している事を意
味する．

　第二に，個人の貨幣資本レ∈2＞の初期保有が

　　　　　　守・研・。（カうρ，勿）　（・）

である場合を考えよう．このとき，彼は（7）式より，

正の労働供給も行わなければならない．また，利潤
収入π（ρμ）叩レを確保する為には，この個人は

　　　　　　　　　　　αo＋βo
　　　　　　　　　　　　　　障り　　　　　（9）　　　　　　αざ＋β8＝
　　　　　　　　　　　璽超

だけの労働投入を需要しなければならない．（6）式，
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となる．この差額は，他者労働の雇用に

よって賄わなければならないので，結局，

これは個人レが小資本家階級C3cに属
している事を意味する．

　第三に，個人レ∈2Vの資本財の初期

保有量がち・うど罪・ u拠＋屋）であ

る場合，（6）式及び（7）式より，彼の労働

供給は・8・・ざ≒寺（・・欄とな・．す

なわち，彼の資本罪リを完全稼動する
為の労働郵貯（・・＋β・）は，生存可能

所得ρδを確保する為に彼が最小限，支

出しなければならない労働供給水準
αざ＋γ8と一致している．これは，自営

業的な経済活動で必要な所得を得ている

事を意味し，従って，彼は自営業階級に
属している．

　第四に，個人レ∈1＞の貨幣資本の初

期保有が

　　　　・・罪・＜訴＋β）（1・）

である場合を考えよう．この個人が利潤
収入π（ρ，ω）Wレを確保する為に必要な

労働需要は（9）式に基づいて定まる．他

方，彼の労働供給は，（6）式，（7）式と

（10）式より

　　　　　・・＋β・＜・8＋γ8

　　　　　　　　　　〃「リ　　　　　望＋屋

が従う．これは（9）式と合わせると，

α8＋塞く雄＋γざとなる．つまり，彼の

資本保有量を完全稼動する為の労働需要

は，彼が生存可能所得を得る為に必要な

最小労働供給量を吸収し尽せる程，十分

に大きくはない．従って，生存可能所得

加を確保する為の追加的賃金収入を得
る為に，この個人は他者に雇用される必

要がある．これはこの個人が兼業労働者

階級C岬に属する事を意味する．

　最後に，個人レ∈2Vの資本財の初期
保有量がゼロである場合，資本財を生産

活動に投下する事で得られる利潤所得を
全く期待できないので，所得ρδは専ら，

雇用労働者とな・て，労働供榔一霞

による賃金収入を得る事で賄わなければ

ならない．すなわち，この個人は労働者

階級CPに属している．

　以上の分析は，市場経済における経済

活動の結果として，社会Nの5つの階
級への分割が生じる事を意味する6）。さ

らに，図7において明らかなように，個々人の階級

分化は彼らの保有する貨幣資本の大きさに規定され

る事も意味している．
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いわゆる財ベクトルの労働価値が定義さ

れている．よって，森嶋型労働搾取の定

義は以下の様に自然に与える事が出来
る：

定義7，［Roemer（1982）］：在惹勿坐存
可諺鼠浮〈N：（P，b）；（ωレ）．，〃〉胴正’

の刃潤率の伊ラ厚生淫ぎ可諺潔（（P，
zo），（αレ，βレ，γ8）レ∈」v）の7「7こある．　このど

き，二君の侮入レ∈！Vノごついで：

α8十γ8＞1．〃．（b）⇔レは被搾取者であ

る；

α♂＋γざく1．〃．（b）⇔レは搾取者である．

わ：1人あたりの生存消費財

4，1．2　階級一搾取対応原理（CECP）

　前小節でその内生的生成が議論された階級構造と，

労働搾取関係との関係性について見てみよう．最初

に伝統的な森嶋型労働搾取の定式（Morishima
（1974））に基づいて，議論する．定義1において，

　　　　この定義7に基づいて，本節における

　　　コーンー1資本財モデルで，まずは生産
　　　可能性集合がレオンチェフ技術体系の場
　　　合について検証してみよう，その場合，

　　　生産要素集合P（δ）のフロンティアはL

　　　字型の曲線になる．従って，コーンわの
　　　労働価値」．ρ．（∂）は図8の様に，この生

　　　産要素フロンティアの屈折点における労

　　　働投入量によって表す事が出来る．その

　　　結果，定義7に基づく搾取者と被搾取者

　　　の集合は，図9のように決定される．分
　　　析的には，以下の様に決まる：

　　　レは被搾取者である

。1治⇔伽（ ﾓ”冊〉・・（・）・（11・・

　　　レは搾取者である

　　　　⇔ρδ一・（ρ，ω）曜りく励）．（11b）

　　　　　　　　ω
この（11）式は，P（う）のフロンティアがL字型であ

ろうと，一般的な原点に凸であろうとも成立する関
係である．

　ところで図9でも明らかな様に，コーンー1資本
財モデルにおけるレオンチェフ生産技術体系の場合，

コーンδを純生産する為に要する最小労働投入量
1．刀．（∂）は，均衡価格（ρ，z〃）の下での生産要素投入

ぺ…レ
i静＋互），池田副の肯（伽・＆）・

すなわち1人あたり総労働需要（＝供給）量に一致す

る．よって（11）式は以下の様に書き換えられる：

・は子忌者であ・⇔・8＋沿静・融

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12a）

・は撒者であ・⇔・ざ・・8・寿（αD＋βo）．（12b）

他方，各個人の階級所属はその貨幣資本保有額に応
じて決まるのだが，そのとき：

　　　　・・c岬ucp⇔w・〈弄（・＋β）

　　　　　　カδ一π（ρ，”ル7り
　　　　　⇔
　　　　　　　　　卿
　　　　　　・・一π（塑N）（・＋β）

　　　　　〉　　　　　　　　　；　　　（13a）
　　　　　　　　　　卿
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図9．森嶋型労働搾取の定式化（レオンチェフ型生産関数

　　の場合）：

　　　レは搾取者である⇔露＋沁＜」．〃．（ω

　　　ゾは被搾取者である⇔αポ＋ガ＞」．〃，（う）
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チェフ生産技術体系G4，ム五）によって定義される．

ここで投入行列．4はη×〃型非負正方行列であり，

産出行列∫はπ×π型単位行列である一に関して
も成立する．すなわち：

定理2．［Roemer（1982）］（CECP）：庄、意の生存可

譜歴済〈N；（P（A，1，L》，　b）；（ωり）り∈N＞が斗AlどA2

を蒲た乙，正の刃潤率の浮づ厚杢弾器彪、解（（P，
〃），（αレ，βり，γ8）凶v）の7「κ＝ある．　このどき，　在「，意の

掛入レ∈1＞について～以7畷城1立：ナるノ

　　レ∈C岬UCP⇒レは（定義7の意味で）被搾取
　　者である；

　　レ∈cpcUC3c⇒レは（定義7の意味で）搾取者

　　である．

図10．階級一搾取対応原理（森嶋型でのレオンチェフ型生産関数の場合）
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う：1人あたりの生存消費財
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　　　　　　ρδ一π（ρ，ω）P7レ
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　　　　　　　　　　卸
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13b）　　　　　＜

上の（12）式と（13）式より，以下の帰結を得る：

　　レ∈C鯉UCP⇒レは被搾取者である：　（14a）
　　レ∈cpc　U　csc⇒レは搾取者である．　　（14b）

　この（14）式の関係は，階級一搾取対応原理
（CECP）と言われる．この関係は，η財π生産部門

の一般的なレオンチェフ経済モデルーそれはフォ
ン・ノイマン生産体系の特殊ケースとして，レオン

　この定理はいかなる意義があろうか？　奴隷制社会

　や封建制社会など，前近代的社会においては，階級

　的生産関係は極めて直裁的に搾取関係として現れる．

他方，資本主義社会では，資本家と労働者の階級関

係が搾取的関係であるか否か自体，自明な事ではな

い．CECPの成立は，この問いに対する1つの解答
　を与えるものである．すなわち，市場を通じた競争

　　　　　　メカニズムの下での人々の合理的行動の

　　　　　　結果として，階級関係が搾取的関係とし

　　　　　　て生成・再生産する事を明らかにしてい

　　　　　　る．

　　　　　　　問題はこの定理2が，一般的な閉二言

　　　　　　生産経済モデルでは成立しなくなる点で

　　　　　　ある。この問題は吉原（2008）の5章でも

　　　　　　論じられたが，そこでは全ての個人は収

　　　　　　入最大化行動を取る経済環境を想定して

　　　　　　いた．他方，ここでは生存可能経済モデ

　　　　　　ルという，より単純で，それゆえにより

　　　　　　マルクス主義の諸命題が成立しやすい状

　　　　　　況を設定している．にも関らず，我々は

，＠＋μ）．砂　以下において，定義7の下ではCECP

　”　　　　が成立しないような生存可能経済が存在

　　　　　　する事を確認する事になる．

　　　　　　　一般的な閉凸錘生産経済の想定より，

　　　　　　P（δ）のフロンティアが原点に凸な滑ら

　　　　　　かな曲線を描く様なコーンー1資本財モ

　　　　　　デルのケースを取り上げよう．その場合，

定義3に基づくコーンδの労働価値は図11のよう
　に与えられる．その結果，定義7に基づく搾取者と

被搾取者の集合は，以下の図12のように分類する
事が出来る．

　ところで，一般的な閉上覧生産経済の場合，一般的

　に均衡価格（ρ，勿）の下での1人射たり総労働需要
（一供給）量であ・静燗・，・一を純生産

する為に要する最小労働投入量ムη．（δ）とは一致す

　る保証はない．実際，図12が示している様に，の
　フロンティアがL字型でない限り，

　　　　　　　醐・赤（α。＋β。）　（15）

　となるであろう．ところで（13）式の関係より，



216 経　　済　　研　　究

図11．∂を生産するための社会的必要労働量」．η．（δ）＝

　　　min　α。の下での，コーン∂の労働価値の決定
　　〔αOP望1∈P（∂）

9

生存消費水準ゐを生産するため

に必要な生産要素集合P（う）

わ：1人あたりの生存消費財

ける事が，一般的には不可能である事を意味するの

であろうか？　あるいは定義7の様な労働搾取の定

式自体が不適切だからであろうか？　その問いに関
して議論する為に，以下の様な代替的な労働搾取の

定式を導入しよう：

定義8．［Yoshihara（2007）；Yoshihara　and　Vene－

ziani（2009）］　：庄惹の杢存年譜経冴〈1V；（P，　b）；

（ωン）．、N＞据正の謂率の伊ラ醒産礫解（（P，
zの，（αり，βン，γ8）り∈N）の7「κある．　このどき，　庄，彦の

酬レ∈ノV〆ごついで’

・8＋・8・寿（α。＋βo）⇔・は被撒者であ・・

・8・・8・寿（αo＋βo）⇔・は撒者であ・．
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図12．森嶋型労働搾取の定式化：

　　　レは搾取者である⇔α8＋γざく」．〃．（δ）

　　　ゾは被搾取者である⇔α8’＋γ8’〉’．”．（う）

　　9
　　　」

@　〃y

Oぜ）

　　　　　　　　　　　　　　　聖＋グ）．1人あたりの資本財投入量　　　　　　　　　　　　　　　　　押　　　　　　　　　　　　　　　う：1人あたりの生存消費財

@　　　　　：
@　　　　　　　　　　　　　生存消費水準ゐを生産するため

@　　　　　　　　　　　　　／　　　　　　　　　　　　　〆〆．

　　　…

戟@i

奄
κ　　幽

@〃「レ ！…／／t　墜　　　　　　頭
^レ：ロ（』）準・・荒1・蛛　・

L繍1　被搾。者望　　1’偽

P（δ）のフロンティアが一般的な，原点に凸な滑ら

かな曲線であるようなコーンー1資本財モデルにお

いては

・・C艀・ぴ⇔・ざ・・8・寿（αo＋βo）；　（16a）

・・ぴ・UC㏄⇔・8・・8・弄（αo＋βo），（16b）

が得られるから，定義7，（15）式，及び（16）式より，

以下のケースが可能である：

　　　ヨ1ノ∈CPCUCSCs．し1．o。（δ）＜αぎ十γ8

　　　　　　　　・涛（αo＋βo）．

実際に，図13はそのような個人の存在する状況を

描いている．この個人は資本家階級もしくは小資本

家階級に属しているが，定義7に基づくと被搾取者

である．すなわち，CECPが成立しない状況が，一
般的な閉雨曝生産経済モデルにおいては，このよう

に容易に発生する．

　上記のCECPの不成立は，労働搾取概念によっ
て資本主義経済における階級間の生産関係を特徴付

この定義はレオンチェフ経済モデルで定式化された，

所謂“New　Interpretation”学派の労働搾取の定義

　　　　　［Dum6ni1（1980）；Foley（1982）］の一般的

　　　　　な閉凸錘生産経済モデルへの拡張になつ

　　　　　ている．この定式では，搾取者であるか
　　　　　被虚者であ・かの分岐点売（・・＋＆）

　　　　　は，再生産可能解での1人あたり総労働

　　　　　投入量である．従って，この場合，森嶋

　　　　　型定式である定義7とは違って，均衡生

　　　　　産品に依存して搾取一被搾取の関係が定
　　　　　まる構造になっている．

　　　　　　定義8では，その定義上，いかなる一

　　　　　般的な閉鴻恩生産経済においても，均衡
　　　　　価格（ρ，z〃）の下での1人あたり総労働

　　　　　　　　　　　　　　　1
＝’，ゐ

需要（＝供給）量である万（α。＋禽）が，

コーン∂を純生産する為に要する「社会

的必要労働」に一致するものと解釈され

る．この定義の下では，CECPが一般的
な閉二二生産経済においても成立する事

を確認できる

定理3．［Yoshihara（2007）：Yoshihara　and　Vene・

ziani（2009）］　：庄澄の∠差’存可譜奮浮〈1＞；（P，　b）；

（ωリ）、、N＞汎正の礪率の伊ラ厚生産鰭潔（（P，
ω），（αレ，βレ，γ8）レ∈jV）の7「～ごある．　このどき，　庄、茸の

酬！ノ∈1＞’ノこ「つし、て⊃　以7吻城立プーる！

　　ン∈C艀UCP⇒レは（定義8の意味で）被搾取
　　者である；

　　レ∈cpc　U　csc⇒レは（定義8の意味で）搾取者

　　である．

　この定理の一般的な証明についてはYoshihara
…md　Ve且eziani（2009）を参照せよ．ここでは図7で

描かれた様な，P（δ）のフロンティアが一般的な原

点に凸であるようなコーンー1資本財モデルを想定

して，CECPの成立を説明しよう．その場合，上で
導いた（16）式の関係が適用されるので，結局，

　　・・c鞠ぴ⇔・ざ・・8恭（αo＋βo）⇔・は

　　（定義8の意味で）被搾取者である；
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図13．Morishima（1974）による定式化はCECPを満たさない：

　ヨレ∈csc訂．α8＋γ8＞如．（δ）（レは被搾取者である）

　∀ゾ∈C濯UCろα♂＋γど〉如．（δ）（ゾは被搾取者である）

些
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6；1人あたりの生存消費財
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　　図14．定義8による搾取の定式化：

　　　　　　　　　　　Σ（αざ＋β8）
　　　　　　　　　　　り司vレは搾取者である⇔α8＋γ8〈
　　　　　　　　　　　　　N
　　　　　　　　　　　　　Σ（α8＋βよ）
ゾは被搾取者である⇔αボ＋γポ〉レ曜
　　　　　　　　　　　　　　N

．§＠＋グ）、1人。。，。資本財投入。
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1

　　・・び・C・c⇔・8・…寿（α。＋βo）⇔・は

　　（定義8の意味で）搾取者である，

という関係が得られる．すなわち，定義8の前提の

下で，CECPが成立するのである．

4．2労働搾取の公理的分析
　以上の議論より，一般的な閉凸錘生産経済におい

ても，森嶋型の定式を放棄し代替的な労働搾取の定

式を一例えば定義8を一与えるならば，CECP
は維持され得る．すなわち，労働搾取概念を用いて

資本主義経済における階級間の生産関係を特徴付け
る事が可能である事が解る．ここで改めて，森嶋型

の定式は，労働搾取の概念を適切に表現するもので

あろうか，あるいは定義8は労働搾取概念の定式と
して適切であろうか，という事が問題になろう．資

本主義経済における階級間の生産関係を特徴付ける

分析装置としての労働搾取概念の妥当性は，いずれ

α0

の定式がもっともらしいかという問いへ

の答えに依存する事になるからである．

　この問いへの1つの解答を試みている

のが，Yoshihara（2007）及びYoshihara
and　Veneziani（2009）による労働搾取の

公理的分析である．Yoshihara（2007）は

各個人が保有貨幣資本制約の下での収入

最大化行動を取るような資本主義的市場

経済モデルの下で，労働搾取概念の定式

が満たすべき最小限の必要条件を「労働
搾取の公理」（LE）7）として定式化した．

この公理LEは，数理的マルクス経済学

の文献においてこれまで提起されてきた

代表的な搾取の定式のいずれもが満たす

ような条件になっている．その上で
Yoshihara（2007）は，公理LEを満たす
ような任意の労働搾取の定式であって，

一般的な閉凸錘生産経済においてCECP
を成立させる定式である為の必要十分条

件を特徴付けた．その結果，そのような
必要十分条件を満たす労働搾取の定式は，

興味深い事に，必ず所得情報に依存的に

定義される性質を持たなければならない

事が明らかにされた．本稿のこれまでの

議論からも明らかなように，森嶋型労働

搾取の定式は価格情報に独立に定義され
る．従って，当然ながら，価格情報を前

提する所得情報からも独立的である．そ
れ故に，森嶋型労働搾取の定式は一般に，

CECPの成立を保証できないのである．
これは，労働価値が価格に論理的に先行

するという方法論的立場を採用してきた，

伝統的なマルクス主義のフレームワーク

が理論的不整合性を齎すものである事を

も示している．

　Yoshihara　and　Veneziani（2009）は生存

可能経済における労働搾取概念の定式が

満たすべき最小限の必要条件として，「生存可能経

済における労働搾取の公理」（LES）を提起した．価

格p∈R學における生存可能所得水準の予算集合を
B（p，b）≡｛c∈R奪1pc＝pb｝と記すと，公理LEsは

以下の様に定式化される：

生存可能経済における労働搾取の公理（LES）
［Yoshihara　and　Veneziani（2009）］：庄惹＝の杢存げ

離滑＜N；（P，b）；（ωり）、，N＞の7「鴬在欧の醒
産げ諺耀（（P，ω），（αレ，βレ，γざ）り∈」v）ノこ歩いて；　糞衿

1＞’θ7⊆N∠棄1否N翅⊆Nがそれぞれ直伝者の棄1否

どなク碑強者の砂鉱まなるのぱ；以7「のタ…俘を蕎

たすまきその乙きのみで、ある！高’々2クの参照潔

屠ベク声ノレし。∈B（P，b）が存左r乙，ぞ拠らノごそね

ぞ彪対跡乙でα％φ㈲どα藍∈φ（£）が∫存差ム

ぞノzぞ也征＝石，ぴ＝c，かクα8≧αδであク，さ多

～ご彦惹のレ∈Nκ灘乙鴬

　　　　　　ン∈1＞’”⇔αδ〉αざ十γ8；
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図15．定義8による定式化はCECPを満たす：
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1

すなわち，任意の労働搾取の定式が与えられれば，

搾取者の集合N癖と被搾取者の集合ノ〉観が定義さ

れる．そのとき，公理LESは，任意の再生産可能
解において，高々2つの参照財ベクトル己⊆∈B（p，

b）と，対応する生産点ゴ∈φ（◎とげ∈φ（c）がこ

の労働搾取の定式に対応して同定され，それらによ
って1V’¢7と1＞’θ4を特徴付けられる事を要請する．

高々2つの参照財ベクトル己。は，共に当該再生
産可能解の下での生存可能所得の下で購入可能であ

って，これらの財ベクトルを純生産するのに要する

労働投入量が，各個人が搾取者であるか被搾取者で

あるかを同定する分岐点として機能するのである．

換言すれば，生存可能所得水準に対応する労働力の
価値は少なくともα8の大きさの労働投入量であり，

高々α8の大きさの労働投入量である．そういう情
報を与える参照財ベクトル石虐∈B（p，b）と，対応

する生産点α％φ（C）とび∈φ（c）を，労働搾取の

定式であるならば，集合N緋と集合N擁を搾取者
の集合と被搾取者の集合として定義する事を通じて，

必ず見い出せねればならない．これが公理LESの
要請である．

　公理LESを労働搾取の定式が満たすべき最小限
の必要条件と措定した上で，Yoshihara　and　Vene－

ziani（2009）は，公理LESを満たす労働搾取の定式

が追加的に満たすべき望ましい条件を幾つか提唱し

た．第1に，搾取のない配分が，現状の生産技術と

総資本ストックの賦存状態の下で物理的に実行可能

であるならば，それは市場を通じた資源配分の分権

的意思決定メカニズムを通じても遂行可能である事

を要請する．その議論をする為に「搾取のない配
分」についての定式を導入する：

定義9：房与の生存可謄樫艀〈2V；（P，b）；
（ω・）、、N＞〆こ診い鴬瑠分（αレ，β㌧γの、，Nが実行可

究

能であるどな」1＞b≦Σ．曜δン＋Σ、、N飢Σ．釧

β8≦Σ。，Nγ乱＆Σ、，Ngiり＋Σ。、Nβン≦Σ。、N璽レを

蒜たナ配分であるどきそのどきのみである、

定義10．［Yosh止ara　and　Veneziani
（2009）］　：　房　与　　の　∠斐r　存　　す　諺　差ぎ　努

〈N；（∫），b）；（ωリレ，N＞〆ご診〆ナる房与の醜ξ

崖「死辮「（（P，勿），（αン，βリ，γ8）り∈1v）ノごおレ、て5

公理五ES〆こが二二て’参段目ロ7デーノレ
侮。；α石，α⇒が与え溢れでいる．その乙き
（α’リ，β’り，γ6レ）リ∈1v∈（∫）×、P×［q　1］）Nガゴ脅護多

（P，〃）〆こおげ・る搾坂なき配分であるのぱ，

〃7「の楽件を蒲たナどきそのどきのみであ
る：

（i）　2＞b≦Σ、，N㊦’り＋Σ。、坪β’り＆Σ。、Nβ6ン

　　　　＝Σ、，Nγ6り；

（ii）　　∀レ∈2＞，α8≦α6レ十γ6ン≦α8．

上記の定義を用いて，Yoshihara　and　Vene－

ziani（2009）は以下の公理を導入した：

搾取なき配分の実行可能性（FNE）［Yosh釦
kara　and　Veneziani（2009）］：払込の堂存素直艀
〈！＞；（P，b）；（ωン）剛〉～こお〆ナる房与の醒産可瑳

繹（（P，zo），（αり，βレ，γ8）り，N）ノごおいて；　公理LES～ご

赫怒で参．解プ々ブイーノレ（しC；α石，αりが与え6

彬τいる．そのどき，傭（P，πノ）～乙；参げる搾要な
き鰯」（αノン，βノリγ6り）り∈」vψ∫ラぎデテ嘘て㍉あれば　‘ある脅

潜彦斎（P’，ωつど，（ωリ）り∈Nの．避」当な厚二分盈ヲ

（ωり。，Nが脇差乙・，Σ．，Nω’』Σ。、Nωンかク，（（Pノ，

勿’ j，（α’り，β〆鷲γ6ン）レ，N）ガゴ〈N；（P，b）；（ωリ）リ，N＞～ご

お〃る厚蟷可辮どなる．

すなわち，与えられた搾取の定式の下で定義される

搾取のない配分が実行可能であるならば，それは市

場を媒介する分権的な資源配分メカニズムの下での

均衡配分として実現可能でなければならない．労働

搾取とは，それが存在しないような資源配分は望ま

しい社会状態の1つであると考えられるような概念

である．従って，搾取のない配分が，現状の経済環

境の下で物理的に実行可能であるならば，その遂行

に関しても「絵に描いた餅」ではない事を，この公

理は要請する．換言すれば，「搾取のない配分」が

どんなに規範的に望ましい社会状態を意味しようと

も，それが単に物理的に実行可能なだけでは意味が

ないし，少なくとも市場の様な分権的な資源配分メ

カニズムによって遂行不可能な性質のものであれば，

所詮は「絵に描いた餅」に過ぎない．

　古典的なマルクス主義の理論では，搾取なき配分
の実行可能性は当然ながら前提されていた．但し，

そのような配分を遂行する資源配分メカニズムとし

ては，市場以外に計画経済的メカニズムも展望され

ていた．しかし現代では，計画経済メカニズムが市
場メカニズムに比して性能が劣る事が明確になって

おり，Hurwicz（1972）の一連の研究によっても，包

括的な社会的資源配分において市場の媒介を抜きに

したメカニズムは理論的にあり得ない，という結論
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も出ている．それらを背景に考えれば，公理FNE
がなぜ，搾取なき配分の遂行可能性として，市場メ

カニズムでのそれを特に取り上げるのかが，解るだ

ろう．この要請は十分に弱いものであり，実際，こ

れまでの数理マルクス経済学の文献の中で提起され

てきた労働搾取の諸提案は全て，この条件を満たす．

　公理FNEに続いて，　Yoshihara　and　Veneziani
（2009）は以下の公理を導入した：

初期賦存構造からの独立性（IES）［Yoshikara　and

Veneziani（2009）］：公理LESを蒲たナ搾r坂の．定式

；があク，ま2き，2つの4「二二彪瑳吝房ζ〈N；（P，b）；

（ωレ）、、N＞まく2V；（P，b）；（ωノレ）．、N＞ノご右〆ナる二二＝

の2クの厚堂淫ぎ弓「譜潔（（P，〃），（α㌧β㍉γざ）渕v）ま

（（P潤），（α’レ，β’レ，γ6レ）．、N）ノご灘乙　鴬　Σ。、Nαり＋

Σ．、Nβレ＝Σ．，Nα’レ＋Σ、，Nβ’レであるど乙よラ．その

∠き，　それぞれの〉嚇プーる参戦プロ7イーノレ～こ衡
乙乙（ε，c；α。，α£）＝（ξ～c’；αず，α⊆’）である．

すなわち，資本財の私的所有状態だけが異なってい

る2つの経済環境において，それぞれの下での再生

産可能解が，偶々，同じ価格体系と同じ総生産点を

実現している場合には，搾取者と被搾取者を同定す

る為の分岐点は，この2つの再生産可能解の間で不

変である事を要請する．換言すれば，資本財の私的

所有状態の違いは，誰が搾取者となり被搾取者とな

るかを確定する為の「労働力の価値」の同定に影響

を及ぼさない事を要請するものである．この要請も

十分に弱いものであり，実際，これまでの数理マル
クス経済学の文献の中で提起されてきた労働搾取の

諸提案は全て，この条件を満たす．

　最後に以下の公理を追加する：

関係としての搾取（RE）［Yoshihara　and　Veneziani

（2009）］　：二巴の杢谷野諺樫艀〈ノV；（∫），b）；

（ωレ）．、N＞の7「℃二二＝の厚堂産二二解（（P，ω），

（αリ，βり，γざ）レ∈1v）ノごおいて；　云㌧理LESを蒲たナ∠い

う惹蜘ごおい鶏晶出ノ〉’87コ口Vど莫連1＞翅⊆1＞が

そ存ぞノ乙」窄坂着；の棄r否であク碑義者二の糞診である

ど乙よラ．そのまき，1＞’θ7≠の⇔1V’θ4≠のである．

これは，ある社会に被搾取者が存在するときは，必

ず搾取者も存在する事を要請するものである．この

公理は，労働搾取概念が社会関係に関する概念であ
るべき事を要請する．前節でも論じたように，マル

クスの基本定理の論脈では，労働搾取概念は人々の

生産関係に関する特性を表現するものであるのか，

労働という特定の生産要素の効率的利用に関する概

念であるのかが不明瞭であった．しかし，マルクス

主義の本来意図する労働搾取概念とは，当然ながら

前者の意味でのものである．公理REは，労働搾取
概念にその種の性質を持たせる為の要請なのである．

　以上の公理系を満たす労働搾取の定式に関して，

以下の結果が導かれる：

定理4．［Yoshihara　and　Veneziani（2009）］：諺塞8

が公理LES，　FNE，　IES，灰びREの：会でを蒲たナ唯

一の労働男坂の定式である．
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すなわち，生存可能経済という，資本蓄積も存在し

ない極めて単純な経済体制の下であっても，上記4

つの公理を満たすと言う意味で，もっともらしい労

働搾取の定式は定義8タイプのものでしかない．定

義8タイプの定式とは，各再生産可能解の下で実際
に利用された1人当たり総労働投入量を分岐点とし

て，それよりも労働供給の少ない個人を搾取者，多

い個人を被搾取者と同定するものである．均衡配分

というのは均衡価格体系の変化に応じて変わるもの

であり，均衡配分の変化によって1人当たり総労働

投入量も変化するものであるから，定義8において

は，搾取者と被搾取者を同定する分岐点は価格体系

に依存的に決定される構造を持っている．すなわち，

資本蓄積の存在しない私的所有的な市場経済の下で

すでに，労働搾取は価格体系から論理的に独立なも

のとはなり得ない事が明らかにされた．

　この定義8の下ではCECPが成立する事はすで
に定理3で確認済みであるから，結局，「労働搾取

の価格体系からの論理的独立」という古典的マルク

ス主義のドクトリンを放棄さえすれば，マルクス主

義の資本主義経済認識に理論的非整合性は無くなる
のである．

　我々はさらに，定義8に関して，以下の結論を導
く事が出来る：

定理5．［Yos赴ihara　and　Veneziani（2009）］：在惹

の杢存可譜麿努〈N；（P，b）；（ωン）、、N＞，及び庄惹

の拷牲乏ぎ工臨（（P，”），（α竹β㍉γざ）渕v）ノごβ『出て；

定霧8の労肥取の定式の7；以7「の3琢…件が同復
である：

（1）この再生産可能解の下で，正の利潤率が成立す

　る；
（2）この再生産可能解の下で，CECPが成立する；

（3）この再生産可能解の下で，任意のレ∈CPは被搾

　取者である．

（1）と（3）との同値性はFMTに他ならないので，こ

の定理は，定義8の下でのFMTとCECPの同値
性を意味する．CECPは労働搾取概念が，階級的生
産関係に関連する概念である事を保証する．よって

そのような保証を得た定義8の定式の下で，我々は

定理5によって，資本主義経済における正の利潤の

背景に搾取的な階級的生産関係が存在する，という

マルクス『資本論』における主張の妥当性を証明す

る事が出来るのである。尚，この定理5は生存可能

経済モデルを前提しているが，全く同様の同値定理

が，全ての個人が収入最大化行動を取る様な資本主

義経済モデルを前提したとしても，成立する．それ
はYoshihara（2007）で証明されている．

5．搾取と階級関係の継起性について

　CECPの議論は，私的所有制度の下での完全競争
的な市場経済において，搾取的な階級関係が生成す
る事を示した．そこで前提されたモデルは静学的な
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ワン・ショットの資源配分モデルであって，生成し

た搾取的な階級関係が時間を通じて動学的に存続す

るか否かについては解かれていない．しかしCECP

へのもっとも厳しい批判的議論を展開したDevine
and　Dymski（1991，1992）の批判の要諦は，完全競争

的な市場経済モデルで議論する限り，搾取的な階級

関係が動学的には消滅してしまうだろう，というも

のであった．Devine　and　Dymski（1991，1992）のこ

の批判の意図は，CECPの様な完全競争的な市場経
済モデルを前提とした議論は，マルクス主義の本質
を表現する上で限界がある事を説得する事にあった．

すなわち，ローマーの搾取と階級を生成させるメカ

ニズムは，静学的なワルラシアン均衡における正の

利潤率の成立を仮定している事に着目し，動学的な

世界においてはワルラシアンモデルと正の利潤率の

存続とは両立し得ず，正の利潤率の存続を保証させ
る為には労資の権力関係の分析を考慮せざるを得な

い，と論ずる．富の不均等所有が正の利潤率の存続

の十分条件にならない以上，ローマーの，「富の不

均等所有が存在するならば，搾取と階級が存在す
る」という命題は成立しなくなる，というのが彼ら

の結論である．ローマー自身はワルラシアン均衡に

おける正の利潤率の成立の背景として，総労働供給

に比して総資本賦存が稀少である世界を想定してい

るが，そのような想定は動学的な資本蓄積が存在す

る場合には，容易に利潤率ゼロの世界に移行してし

まう．他方，マルクスの資本蓄積論こそが，そのよ

うな動学的な文脈で正の利潤率が存続する仕組みを

描いており，ローマーの議論はその点に言及してい

ない，と言うわけである．

　しかしRoemer（1982）のそもそものモデルは，静

学的なワン・ショットの資源配分問題を扱う為に構

築したものであって，例えば人口成長の問題は最初

から度外視している．他方，通常のマクロ的経済成

長モデルでは，労働1単位当たりの最適な資本スト

ック量の水準に一度達すれば，基本的に経済成長
（＝資本蓄積）が人口成長率に等しい率で生ずる定常

成長解に関心を向ける．Devine　and　Dymski（1991，

1992）の議論も，同様に人口成長の契機を明示的に

導入した場合，資本蓄積の均衡経路では人口成長率

に等しい資本蓄積率という特徴が得られる限り，何

らの批判的事態も引き起こさない．また，資本蓄積

率が外生的に与えられた人口成長率を上回る場合が

あるとしても，通常の新古典派経済成長論での議論

と同様に，そのような過剰蓄積は短期的には生じえ

ても長期的には解消されて，定常成長解の1人当た
り資本ストック水準に収束していくという議論で済

ます事が可能である．もっともDevine　and　Dymski

（1991，1992）達は，新古典派経済成長モデルではな

く，マルクスの資本蓄積論の必要性を主張している，

と反論するかもしれ，ない．しかしマルクスの資本蓄

積論とは，それ自体は内生的人口成長理論の立場に

あり，他方で，資本蓄積の契機として，内生的な技

術革新論の立場をも取ってもいる．これらを反映し

ながら，いかにしてマルクスの資本蓄積モデルを定

式化するかという問題は，極めて厄介である。そも

そも人口成長をモデルに組み込んでも，ここでのテ

ーマに関しては余り生産的な結論を導き出せるとい

う印象ではない．問題のエッセンスは，人口成長率

と資本蓄積率の乖離に起因する事態ではないと思わ

れるからである．

　とは言え，Dev血e　and　Dymski（1991，1992）のこ

の批判に動機付けられた形で，搾取と階級生成の動

学的な異時点間一般均衡モデルを分析する事によっ

て，階級一搾取関係の継起性がどのように特徴付け

られるかという新たな問題が提起された事に変わり

はない。実際，ここ2～3年の間に，国内外でマル
クス的一般均衡の動学モデルを用いた研究が出て来

て，いずれも搾取的な階級関係の動学的継起性につ

いての議論を行っている．本章ではこうした研究成

果のエッセンスを概観する．

　CECPの議論に基づけば，搾取的な階級関係が動

学的に継起的であるか否かは2つのルートからチェ

ックできる．1つは，正の利潤率が動学的に継起的

であるか否かである．もしDevine　and　Dymski
（1991，1992）の主張するように，正の利潤率が動学

的分析でゼロ利潤率に収束するのであれば，FMT
より労働搾取も存在しなくなるので，階級関係を搾

取関係として規定する議論は成立しなくなる．この

ラインでの研究として，Veneziani（2007）及び
Veneziani　and　Yoshihara（2009）が存在する．他方，

動学的分析において，初期における資本ストックの

不均等的賦存状態があったとしても，それが均等な
賦存状態へと収束するのであれば，富一階級一搾取対

応関係の議論より，搾取関係も長期的には消滅する

と言わざるを得ない．この研究ラインとして，大
西・山下（2002），大西（2005），山下（2005）等がある．

5．1「マルクス派最適成長モデル」

　最初にこの第2のラインの研究について概観して
おきたい．山下（2005）に基づいて，大西・山下等の

「マルクス派最適成長モデル」の議論を，そのまま

紹介しよう．1つの資本財と1つの消費財，及び労

働からなる生産経済を考え，生産技術はコブ＝ダグ
ラス型関数r＝κα・五1一αで表されるとしよう．但

し，y’は消費財の数量，κは資本財の数量，五は

労働投入量を表す．この生産関数は消費財生産の技
術を表すが，他方，資本財生産の技術は，単純に労働

投入量で表す事が出来るとしよう．その結果，’期
における資本財ストック水準は凡＋1＝κ、＋ムとなる．

また，代表的消費者を導入し，その動学的効用関数を

　　　　　　σ（C）＝Σ＝oρ’π（G）

で表す．但し，C≡（G）跳は通時的な消費の流列
を表し，他方，ρ’∈（0，1）は時間選好率を表す．以

上より，1国の代表的消費者の最適化問題は：

　　　　maXc，R掌σ（C）＝Σ鐸oρ’π（G）

　　　　　s。t．∀’，　C，＝1（ア●（∫fZ，，）1一α；

　　　　　κ8＋1＝K，＋（1－5，）五，，

　　　　　　但し5，∈［0，1］；＆κo＞0，　　（17）
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と定式化される．ここで3，は’期における労働供給

の，資本財生産と消費財生産へのシェアを表す．

　この問題（17）を基に，「マルクス派最適成長モデ

ル」は富国γと貧国ρの2国モデルを展開する．
両国の初期条件の違いは初期の資本ストックK。の

大きさの違いだけである．この両国の間では国際的

な財市場も労働市場も資本市場も存在しない．ただ

資本の貸借だけが存在するが，それも市場を通じた

取引ではなく，富国が貸与した資本によって得た貧

国における消費財生産の増加分を，貧国は全て富国

に召し上げられるという「封建的貸借取引」を前提

する．なぜ「封建的」かは，領主の土地を使用して

農奴が生産活動を行う事を許される代わりに，その

成果物を貢納する事を求められる状況に類似した関

係に思われるからである．さて，この「封建的」な

資本貸借取引の性質より，貧国の最適化問題は結局，

問題（17）から：

　　　　　maXc，R軍σ（C）＝Σ江oρ’κ（G）

　　　　　s．t．∀’，　Cρ，，＝κ8，。（η，五ρ，，）1噛α；

　　　　　κρ．，＋1＝1（ρメート（1一η，）五ρ，，，

　　　　　但しη，∈［0』＆κρ，。＞0，　　（18）

に置き換わるだけである．ここでη，は貧国におけ

る労働供給の，消費財生産へのシェアを表す．よっ

て，それは問題（17）と全く同じである，富国からの

資本借用の可能性は，なぜ最適化問題に反映されな

いのか？　それはこのモデルでは，富国からの資本

借用による消費財生産の増分はすべて，富国に召し

上げられてしまうものと，ア・プリオリに仮定され

ているからである．他方，富国の最適化問題は以下

の様に置き換わる：

　　　　maXc，R撃σ（C）躍Σ＝。ρf％（G）

　　　sよ．∀ち。。，，＝”，κξ，・（s，五。，，）’一α

　　　　十［（1一〃，）K7，，十Kρメ】α・（η，五ρ，，）1一α

　　　　一K£，・（η∫五ρ，，）1一α；

　　　　　∀ちK．，，＋、＝κ。，，＋（1一ε，）五，，，，

　　　　但し5，∈［0，1】；＆K．，。＞0．　　　（19）

ここで彷∈［0，1］は富国における資本財の自国生産

への投資と貧国への資本貸与とのシェアを表す．ま
た，κ，，。〉κρ，。である．問題（19）の消費財制約式は，

富国の今期における消費財消費量は，自国でのその
財の今期の生産量と，貧国に資本を貸与する事によ

って可能となった貧国の追加的な消費財生産：量の富

国への貢納分から為る事を示している。

　この問題（19）と（18）それぞれの1階条件を計算す

る事によって，両国の資本ストックが長期的には同

一の水準に収束する事を示すのが，大西・山下等の

「マルクス派最適成長モデル」の議論である．第一
に，問題（18）の動学的ラグランジュ方程式を定義し

よう：

　　　轟＝Σ匿oρ’｛π（G）

　　　　　十λ，［Cρ，，一1（£，・（η，∠ψ，8）1一α】

　　　　　十μ，［Kρ，，＋1一κ〃一（1一η，）L〃］｝．　（20）

この（20）式を，C，，κρ，，，η，（∀’）に関してそれぞれ1

221

階条件を解き，整理すれば

・∂ﾔ）｛・（缶r＋（1一・）（翻｝

　　　＋∂砦）（1一・）（畿ゴー・（21）

を得る．ここで定常状態を想定すれば，そこでは
η，＝η，一、＝1，Kρ，，；κ少．，一、，C〃＝C〃一、である．従って，

（21）式は・・（孚r・（・一1）（1一・）（響一・

の形式に還元される．その結果，定常状態における

貧国の資本ストックは1

　　　　　　面一（　αρ五1一α）（1一ρ）　（22）

として決まる．このモデルでは人口成長は存在しな

いので，労働賦存は時間を通じて常に五で一定で
ある事に注意されたい．

　第二に，問題（19）の動学的ラグランジュ方程式
を：

　　認、＝Σ豊。ρ’｛π（G）

　　　　　＋ん［C7，8一θ，1（ξ，。（∫，五ろ，）卜α1

　　　　　一［（1一ηf）1（’7，，十κρ，，］α・（η，五♪，，）1一α

　　　　　十1く『£，・（η，五ρ，，）1一α1

　　　　　十μf［Kμ＋1一κろ，一（1一∫，）五7，，n．　　（23）

と定義する．この（23）式を，C，，κ。，，，毎，5，（∀のに関

してそれ’それ1階条件を解き，整理すれば，

・∂�ｯ）｛・（1砦ヂ・（1一・）（翻｝

　　　＋∂絵）（1一・）（li…i警1ヨγ一・（24）

を得る．ここで貧国と同様に定常状態を想定すれば，

（24）式より結局，

　　　　　　　　　　　　αρゐ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）　　　　　　び．Kノ＝
　　　　　　　　　　（1一α）（1一ρ）

を得る．では定常状態における富国の資本貸与のシ

ェア〃。はどのような値になるであろうか？ここで
（23）式をθ，に関して，その1階条件を導く事より，

　　　（（1一砦1＋砺卜（畿r

という関係を得るが，定常状態におけるこの関係は
　　　　　　（1一〃＊）1（’ノ十κノ　＝zノ＊1（ノ　　　　　　　（26）

となる．この（26）式を満たす彷の値は，仇＝1で

酷躍であ・幅一町5ノであ…か
し後者の場合は，κノ＝0を意味し，それは（22）式

よりあり得ない．よって，広＝1となり，結果的に

Kノ＝κノとなる．つまり，定常状態では富国と貧
国の資本ストック水準は同一になる．山下（2005）は

線型の効用関数π（C，）＝C，の仮定の下で，このモ

デルの定常状態は動学的に安定である事を示した．

従って，この経済モデルでは，長期的には1ず＝

Kノという状態に収束する．さらに，Roemer
（1982）における富一階級一搾取対応原理に依拠する形

で，富国と貧国の資本賦存の格差が長期的には消滅

する故に，富国と貧国の搾取関係も長期的には消滅
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する，と論じた8）。

　しかしこの種のマクロ的最適成長モデルでの定常

均衡の帰結を，2部門モデルへと変形しているとは

言え，直裁的に階級一搾取関係の長期的継起性に関

する分析として解釈するには疑問がある．マクロ的

最適成長モデルでの定常均衡は，労働賦存を固定し

たままで最適な資本一労働比率に到るまで資本を蓄

積させる経路の帰結であり，大西・山下の実際的に

行っている事は，初期の資本賦存の異なる2つの国
の動学的最：適化問題を，資本財の（封建的な）貸借取

引を入れているとは言え，互いに独立に解いている

だけである．その場合，初期の資本賦存の違いに無

関係に定常均衡における最適な資本一労働比率が2

つの国で同一になる事は，テキストブック・レベル
でのマクロ最適成長理論の議論からも自明である．

　このモデルでの上記の分析から，富国と貧国の資

本賦存の格差が長期的な定常均衡では消滅するとい

う結論を導き出して良いだろうか？問題は，このモ

デルでは2人の社会的計画者がその意思決定を，事

実上，相互依存性なしに行う構造になっている点で

ある，通常のマクロ最適成長理論の様に，いわゆる

社会的計画者の動学的意思決定問題を考え，その解

を支持する価格体系を計算する事で，それをいわば

分権的な市場経済における均衡解と見なす方法は，

正当な手法である．しかしその種の「社会的計画面

による動学的意思決定問題アプローチ」を取るので

あれば，富国と貧国双方に跨って動学的資源配分に

関しての最適計画を設計するような「世界政府」的

計画者を導入し，その動学的最適化問題を定義しな

ければならないだろう．その結果，依然として問題
（17）と同じような構造の最適化問題を定義できる筈

であり，定常均衡における資本ストック水準に関し
ても，同様に（22）式のようなタイプのものとして特

徴付けられるだろう．しかしこれは世界全体での総

資本ストック水準の値であり，それが2国間でどの
ように分配されるかについては何も語っていない。

他方，富国と貧国の意思決定を互いに分権的に行う

手法を取るのであれば，その相互依存的関係の下で

の互いに独立的な意思決定の社会的整合性を確保す

る条件が必要となる．大西・山下モデルの様に完備

国際市場を導入しないのであれば，二国間のゲーム

的相互依存関係の下で，完全予見な均衡経路を求め

なければならないだろう．また，完備な国際市場の

存在する経済であれば，資本貸借市場であれば，資

本需要と資本供給との一致，また，資本財生産部門
と消費財生産部門での労働需要と労働供給との一致

等々を保証するような分権的な動学的最適解でなけ

ればならない9）．すなわち，通常の一般均衡の条件

が入ってこなければならないが，その種の条件は，

問題（18）と（19）の体系には反映されていない．もし

その種の条件を入れれば，議論はかなり変わってく

るだろう10）．実際にその事を示しているのが，以下

の説で論ずるVeneziani（2007）及びVeneziani　and

Yoshihara（2009）の研究である．

5．2油滴点間再生産可能解における階級一搾取対
　　応原理の継起性
　再び重点錘生産経済モデルに戻ろう．但し，以下

では，前節と同じ国際市場を考え，各経済主体
レ∈1＞は1つの国民国家の代表的消費者と考える．

この国際完全競争市場では，η種類の財と金融資本

に関しては自由な市場取引が行われているが，国際

労働市場は存在しない．また，旨々世代における

各経済主体は丁期間の長さを生存し，その後，
々＋1世代の各国の代表的消費者に入れ替わる．世
代間重複は存在しないと仮定する．従って，第’期

における，国家レの自国資本を用いた生産活動は
屏＝（一α乱，一αぎ，～iぎ）∈Pで，国家レが外国からの資

本輸入によって行う生産活動は餅＝（一β戯一鉱
βめ∈．Pで，そして国家レの外国への金融資本の輸

出金額をず∈R＋で表す．また，第’期における，

国家ソの労働投入量は1～≡磁＋磁で，消費活動は

cy∈R隼で，そして次期生産の為の資本の物的投資

をs洋R準で表す事にする．この国家の々丁世代の
代表的消費者レが誕生時において遺産として保有
する資本賦存ベクトルを砿丁∈R準で表し，また，

第’期におけるレの資本の貨幣価値は国際市場価格
体系が（Pf，η）∈R孕＋1である下で，隅レ≡Pf観で表

される．但し，ここで，ηは資本貸借に伴う利子率

を表す，国家の代表的消費者レの厚生水準は効用
関数π（cy，1～）で表され，この関数は少なくとも1

に関して強単調減少な連続関数である．最後に，

0〈ρ≦1は時間選好率を表す．以上より，ん丁世代

がその誕生時に直面する異時点間経済環境は
〈2V；P；π；（ω渥丁）。田〉で与えられる．

　任意の世代々Tを取り上げる．この世代に生存す
る任意の主体レの生涯消費計画はゼ＝｛cポ｝辞白丁一1

で表され，同様の意味でαレ，βり，gり，就既ωり等の記

号を用いる．従って，主体レの生涯経済計画はξり
≡（αレ，βり，g”，cレ，sレ）で記述される，また，世代々T

の生涯期間における価格体系の経路は，（p，7）≡
｛（P’，乃）｝陸二丁一1で表す．さて，各世代ん：rの各主

体レ∈！＞は，もし価格体系の経路が（p，γ）として

与えられるならば，その誕生時において以下の様な

動学的意思決定問題を解くものと想定しよう：

　　　　　maxξ・Σβひ）T　1ρ’π（cμ～）　　　（P2）

stp’（耐一αy）十［P，（βポー昼D一ηP，β月十ηz～’

　＝P，cぎ＋P，sy，∀’＝々7「ド・・，（ん十1）T－1，

　P，旦ゲ十♂＝P，ωぎ，αy∈P，βぎ∈P，〃≦1，

　∀’篇んT，…，（々＋1）T－1，

　ω㌫、＝ωぎ＋sぎ，∀’＝々：r，…，（々＋1）T－1，

　ωゼヵ＋1）T≧ω起7．

すなわち，各世代における各主体は，（1）3つのカ

テゴリーの生産活動による収入の範囲内で今期の消

費と貯蓄の配分を行う；（2）自分の所有する金融資

本価値額の範囲内で，それを国内での生産活動の為

の資本財購入に用いるか，外国に資本を貸与するか

の配分を行う；（3）来期にこの主体の保有する資本
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ストックは今期に賦存する資本ストックと今期の資

本財の新投資の総和である；（4）少なくとも自分が

誕生時に遺産として受け継いだ資本蓄積水準は，次

世代の期間に移動する際に次世代の主体への遺産と

して，確保しておかなければならない，以上の制約

条件の下での自己の生涯効用の現在割引価値の最大

化問題を解く．この問題の最適解の集合を
A”（p，7）で記す事にしよう．また，γ（砿τ）＝
maxξ・Σ辞殺）T－1ρ’π（c瓦1～）と記す事にしよう．

　各世代の各主体が解く問題（P2）の解が，世代内

的にも世代間的にも相互に整合的であるような価格

体系と資源配分の時系列のプロフィールによって，

均衡解概念を以下の様に定義する：

定義ll．［Veneziani　and　Yoshihara（2009）］：庄惹

の興僻，蔚綿織環舞〈1＞；P；％；（ωだ7）、，N＞ノごヌプ乙

乙プロフィール（（P，7），（ξレ）り∈N）が1つの昇寿

鰐原：生産筋能鉄色η競θr’e〃ψorα’名βρ”吻。’配θ

801厩50πノOR5ノであるのぱ，ぞノzが］2～7「のタ…件を

蒲たすどき，そのどきのみである：
（a）　∀レ∈2V，ξり∈Aり（p，7），（生涯効用最大化条

　　件）；，
（b）　　∀’＝ん7∵一，（々十1）τ一1，㊦，十β，≧c，十s，，

　　（各期再生産可能条件）；
（c）　　∀オ＝々T，…　，（ん＋1）T－1，Pβ，＝2，

　　（各期資本市場均衡条件）；
（d）　∀’＝々：r，…，（々十1）T－1，α8十β，≦ω，

　　（各期社会的実行可能性条件）；浸

（e）　ω（盈＋DT≧ω艀　（世代間資本蓄積条件）．

定義12．［Veneziani　and　Yoshihara（2009）］1庄惹2

の翼厚、蔚雛艀環猪〈N；P；％；（ω渥丁）、、N＞～ご対乙

乙プロフィール（（P，の，（ξり）。、N）が1つのズ初斎

昇庶鰐厚：生産莇解色π擁θ甥。百η’θπe〃ψo償α’

名βρ副μcfδ∫θεo’π’Joπノ伽5ノであるのぱ，その

プ々7イーノレ二二灘局の呑主彦κ灘乙胃壁
ζP2ソの庖蔚潔～ご遇いでsy＝0どなクでいるような1

つの巽鮭蔚娚醒鳶可辮であるどき，そのどきの
みである．

この内点異時点間再生産可能解は，その任意の期に

おいて資本蓄積率はゼロとなっており，従って，資

本ストック水準が一定のままで推移する，そのよう

な異型点間資源配分の意思決定が各経済主体にとっ

ての最適解となるような均衡経路という性格を有し

ている．これは言わば，新古典派マクロの最適成長

理論における定常成長解での1人当たり資本蓄積水

準に，社会の1人当たり総資本ストックが達してい
る状況に相当するだろう．

　本節の最初に議論した様に，資本蓄積率が人口成

長率を上回り続ける結果として利潤率ゼロ状態を見

出す議論は，階級一搾取関係の継起性を分析する為

の舞台設定としてあまり生産的ではないので，本節

の議論の様な人口成長固定のモデルでは，資本蓄積

率がゼロであり続ける内点異時点間再生産可能解に

分析の焦点を当てるのは十分置意味があると言えよ
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う．つまり我々が考察しようと思っている意義ある

問題とは，定常成長解に資本蓄積経路が達した後で

尚，異時点間資源配分問題における動学的意思決定

の固有の性質ゆえに，利潤率が長期的にはゼロに収

束する事態があり得るか否か，その結果として階級

一搾取関係の異時点間における継起的な社会的再生

産のメカニズムがあるか否かを解く事である．

　以下では定義12で与えられた内在陸前点間再生
産可能解を前提し，その均衡解における特徴として，

正の利子率が長期において継起的であるか否かに関

する2つの研究について概観する．

5．2．1　レオンチェフ型生存可能経済における異時

　　　点間再生産可能解での帰結
　1日目Veneziani（2007）の研究である．そこでは，

本稿の4．1節で取り上げたレオンチェフ生産技術を

持った生存可能経済型の，異時点的経済環境〈1＞；
（P（ん∬，L》，b）；観（砿τ）、，N＞を分析の対象にしてい

る，従って，問題（P2）における消費計画の時系列
ゼ＝｛C7｝坐湯｝丁一1は単に，全ての経済主体に共通な

生存可能消費ベクトルbの丁期間に跨る流列
｛b’震詔丁一1に置き換わり，全ての経済主体に共通

の効用関数π（cy，1のは，

　　　　照）一仁融融（27）
という型に特定化される．さらにρ＝1と仮定され

る．従って，問題（P2）の目的関数は事実上，以下
の形式に同値となる：

　　　　　　　minξ・Σ辞ひ）『一1躍

また，問題（P2）の所得制約条件は以下の様に置き

換わる：

　　P，（石岸一⊆星ぎ）十［P，（βy一昼ぎ）一乃P，β刈十ηz～ノ

　　　＝p，b十p，sぎ，∀’＝々7’，…　，（々十1）7「一1．

同様にして，定義11の条件（b）も，

　∀’心々7、，…　，（々＋1）T－1，㊦，＋β’≧Nb＋s，

に置き換わる。

　この設定の下で，Veneziani（2007）は内義異時点

間再生産可能解が以下の性質を持つ事を証明した：

命題1［Veneziani（2007）］：庄惹の興厚弓削存げ
難艀〈N；（P（A，」．乙），b）：π；（ωだ7）、，N＞～ごお〃る，

伍言の内，蔚」翠殿召字届グ1甦∠垂r互兀）辮（（P，7），（ξレ）り，N）

～こ診いてり以7吻・岐立ナる’

　　　　　　∀ちP，＝（1十η＋1）P，＋1．

証明：レオンチェフ生産経済（．4，1，五）における標

準的な分析より，任意の異時点間再生産可能解にお

いては，全ての生産工程に共通の潜在賃金率勧が
成立し，

　　　　　∀’，Pf＝（1十η）Pμ4十ω，五

となる．また，生存可能経済における問題（P1）の

解の形式より，任意の異時点間再生産可能解におい
て・1・一…｛　　P，b十P，sぎ一7，P，ωポ0，　　　　　　　”’｝・な・・こ

こで仮に，ある内平門時点間再生産可能解において，
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ある‘期にある生産工程ゴでρf，，〈（1＋η＋1）加＋1が

成立するとしよう，そのとき，磁＞0かつs撫1＝
一鵡と設定する事によって，主体レは’期におけ
る労働支出をρf，，飾だけ増やさなければならないが，

’十1期において彼の資本ストックは錨だけ増える
ので，∫＋1期における利子収入もη＋1ρ，，，＋、磁だけ

増加し，従って，’＋1期における労働支出は
η＋、ρ掛1∫みだけ減少する。さらに磁＋1＝一磁だけ

’＋1期における資本蓄積を減らすので，’＋1期に
おける労働支出はさらにρ，，，＋、錫＋、だけ減少できる．

かくして，主体レは’期に労働支出をρ，，f磁増やし，

什1期に（1十η＋1）ρ‘，酎野分だけ減らしている．と

ころが，ρμ＜（1十7＋1）ρ醗1の仮定より，これは主

体レが内判事時点間再生産可能解における生涯労
働支出よりもさらに少ない生涯労働支出が実行可能

である事を意味し，矛盾である．同様にして矛盾を
導き出す議論がヵ‘，，〉（1十η＋1）ρゴ，，＋、に関しても可能

である。かくして，任意の’期における任意の生産
工程ガで，ρμ＝（1十η＋1）ρゴ，，＋、が成立しなければな

らない．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q．E．D

定理6．［Veneziani（2007）］：庄惹の翼厚，蔚娚堂存
可鞘町〈！＞；（P（ん」，L｝，b）：初；（ωぢT）．，N＞～ごおノナる，

億のパ乙二字巽嫉蔚泥グ醒∠1ぎ可辮（（P，プ），（ξレ）レqv）

ノごおいて｝〃7彰・疵立する：

［’一・・1⇒「擶一A・五［・一みド＆加一・」・

証明：命題1より，p，＋1＝p，∠4十勧＋1五を得る．こ

：蕪讐蟹謬壁画
これは

　　pl．、＝［P6一五［∫一A］一1レ1’＋’＋L［∫一川一1

と書き換える事が出来る．ここでA2より，レオン
チェフ投入行列は生産的なので，

　　　　　　［’→。。】⇒レ1’＋1→0】．

従って，’→。。とすると，pl＋1→Aとなり，内面

異時点間再生産可能解の均衡価格ベクトルは労働価

値ベクトルに収束する．この事態の成立はη＋1→0

を意味する．　　　　　　　　　　　　　Q．ED．

この定理6は，内点平時点間再生産可能解は，超長

期的には利子率ゼロの労働価値体系に収束する事を

意味する．換言すれば，定常的再生産可能解におけ

る価格体系は，利子率ゼロと労働価値ベクトルから

為っている。

　この資本の国際市場のある経済モデルにおいては，

利子率とは，4．2節で扱った労働市場のある生存可

能経済における利潤率と同様の機能を果たしている．

すなわち，資本家階級の収入源が利潤収入として現

れるのではなく，利子収入として現れる．従って，

長期の定常状態における利子率ゼロとはFMTより，
森嶋型定式であれ，何であれ，労働搾取率が長期的に

はゼロに収束する事を意味する．この事は同時に，

長期的には階級一搾取関係が自動的に消滅する事を

意味する．すなわち，Veneziani（2007）は，時間選

好率がρ＝1であるならば，生存可能経済における
階級一搾取関係の継起性は保証されない事を示した．

5．2．2　より標準的な異時点間経済環境における異

　　　時点間再生産可能解での帰結
　他方，Veneziani　and　Yoshihara（2009）は問題

（P2）で提示されている効用関数をより標準的な，

以下の様な分離可能な形式で与えた：

A4．㍑（c瓦1～）＝〃（cy）十1一φ（1～）但ど！，びぱ2禦ぎ

等分可殖強靭かつ1次同次な単調強勧灘
教で、あク，馬方；一φぱ2贋懲：翻費：不可難平四

かつ強酒腰部である．

また，時間選好率に関しても，0＜ρ≦1という制約

以上の特定化は行っていない．

　Veneziani　and　Yoshihara（2009）は，定義12の解

概念に追加してさらに，以下の様な定常均衡に関す
る概念を提示した：

定義13．［Veneziani　and　Yoshihara（2009）］：総
の棄噂…，明野済環1垢〈1＞；P；彿；（ω謬丁）、，N＞ノごヌプ～レ

て｝プπフィー．ψ（（P，7），（ξり．、N）ガゴ1つの足営

∠赦内点一画毎空晶可；　＠8‘α’60παη盛π’師oγ

煽θ7’θ〃ψ0π泌rθρmd〃0’δ’θ80Zμ吻〃ノβ㎜5ノで

あるのぱ，そのプ々ブイー〃が臨蔚巽娃蔚1閉醒産
所高潔であク鴬かつある勿潜彦涛（P＊，〆）∈
R摩＋㌧が迷論乙て〕以7「の染件を蕎たナどき，その

まきのみである：
　　（1）　∀ち（P，，η）＝（P＊，7・＊）；

　　（2）　　∀’，（αらβf，9，）ニ　（α，＋1，β，＋1，Zf＋1）；

　　（3）　　∀’，c8＝c，＋1．

すなわち，定常的合点巳時一問再生産可能解とは全

ての期に跨って，同じ価格体系と同じ総生産点，及

び同じ総消費ベクトルが，各個人の問題（P2）の解

の総計値として，繰り返されるような定常的な均衡
経路である．

　そのような均衡解の存在と特性について，Vene－
ziani　and　Yoshihara（2009）は以下の結論を導き出し

ている：

定理7．［Veneziani　and　Yoshihara（2009）］：庄惹＝

の異厚，蔚雛済環蛋〈1V；P；％；（ωだT）．、N＞～こおい

乙あぎ．4Z～刃4：の7rで，ある適当な脚本ズみ
ソクあ賜町存ω。の7「鴬定物内，鰐撰噂1蔚屑グ脳髄
∠塵｝’々乃辮（（P＊，7＊），（ξ＊リ）リ∈1v）が∫存ぞ害乙〆，　その・壬き

〆一与2が磁ナ・．

この定理7の重要な含意は，長期の均衡経路として

解釈され得る定常的訓点異時点間再生産可能解の下

での定常均衡利子率は，時間選好率の値が1未満で

ある限り，正の値を取る性質を有しているという事

である．時間選好率の値が1未満という仮定は，極

めて自然な想定であるので，我々はここに正の均衡

利子率を持つ長期の均衡経路の存在を確認できる．
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　Veneziani　and　Yoshihara（2009）はさらに，この均

衡経路が動学的に安定的である事をも示した。

定理8．［Veneziani　and　YosLihara（2009）］：庄惹

の翼厚蔚娚歴理研臆〈N；P；飢（ωだT）。，N＞κおい

て」齪．4孟～≧441を魏ナる．ま澄，その繋柱環
猪で；ある遍1当な義鑛ド本スみソク艘綱手ω0の下；
P，＝P＊（∀のとなる赫な∫夕，蔚棄畦蔚局啄監習事：瑳騨’

（（P，7），（ξリ）レ∈ハ，）z5ゴ存左フ』るζそ乙・G亡ゴ．　ぞ6クζそき，

［’→∞］⇒［η→7＊｝が寵立ナる．

すなわち，定常均衡利子率7＊とは異なる均衡利子
率を伴う内点異時点問再生産可能解（p＊，7）であっ

ても，その利子率ηの値は時間の経過と共に，〆
に収束する性質を有する。よって我々は，定常的弱

点異時点間再生産可能解に分析を集中させる十分な

意義がある．この均衡経路は，経済主体が僅かであ

ろうとも将来消費を現在消費よりも割り引く選好を

持つ（すなわち，ρ＜1である）ような，標準的な経

済環境の想定の下では，正の利子率が継続する．そ
の条件の下で，Veneziani　and　Yoshihara（2009）は，

本稿の定義8のようなタイプの労働搾取の定式の下

で，CECPが成立し，かつそのように生成した階級
一搾取の対応的関係が異時点間に跨って継起的であ

る事をも示している．すなわち，将来消費を現在消

費よりも全く割り引かないような特殊な経済環境を

扱ったVeneziani（2007）とは正反対の帰結を導いて

いるのである。

6．結語に代えて

　以上，主に3章，4章，5章において，21世紀以
降の労働搾取論研究の新展開を概観してきた，これ

らの諸研究は，現在なお，進行中の段階にあり，今

後のさらなる進展が期待される．70年代の数理的
マルクス経済学の研究以来の共通する特徴ではある

が，これらの研究成果は新古典派，マルクス派出の

学派的対立によってその価値が左右されるものでは

なく，現代の経済問題にアプローチする上での現代

経済学における1つの理論的知見を与え，深めるも

のに他ならない．実際，これらの諸研究は方法論的

には標準的なミクロ経済学の手法に則っており，ま

た，理論分析によって導かれるマルクス主義的帰結

も，マルクス主義の信仰者によってのみ受け入れ可

能な教義ではなく，むしろ古典派経済学以来，マル

クスをも含めて，現代に到るまでの経済学の理論体

系の内部において他の教義と両立可能な性格を持っ

ている，

　にも拘らず，数理的マルクス経済学の研究諸成果

は，依然として正しい理解をもって経済学界内にて

位置づけられているとは言い難い．それは一方で，

伝統的なマルクス主義の陣営からの「原理主義」的

な批判の対象となっている．例えば，本稿5章と6
章の議論は，労働価値説の基本的公理「労働価値の

価格への論理的先行性」を放棄する事によって，労

働搾取論の現代経済学における豊かな発展の可能性

を示しているが，これらの議論はまた，逆に労働価
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値説の基本的公理に拘泥する限り，労働搾取論の理

論的整合性は保証されないという根源的な批判をも

含意している．だが，マルクス主義の「原理主義」

的観点からこれらの新展開を批判する藤森（2009）な

どの議論も，この肝心の根源的批判には素通りした

ままである．

　他方，主流派経済学の中においても，搾取概念に
対する極めてナイーブな誤解や拒絶反応が根強い．

例えば，厚生経済学の素養が少しでもあれば容易に

理解できる筈であるが，労働搾取の存在とパレート

効率性の達成とは全く矛盾しない事象である．前者

は，労働配分の不公正に関る概念であり，それは吉
原（2008）の7章でも強調したように，人’々の福祉的

自由への実質的機会の不平等という問題に関わる．

他方，パレート効率性は配分効率性に関する厚生主
義的基準に過ぎない．しかし，未だに市場に労働者’

階級の一員として参加する事によって，資本家階級

との搾取関係に陥る事が，同時に厚生主義的にはパ

レート改善で有り得る事を以って，労働搾取の意義

付けに関する批判を意味すると見倣す論調は少なく

ない．しかし，現実の社会問題として「労働搾取」

問題が指摘されるという事態を鑑みれば，我々はむ

しろ，「市場への参加」に関する「パレート改善の

可能性」という厚生主義的福祉評価の一面性なり希

薄性をこそ，問うべきであろう，「市場への参加」

という事態に関して伴う，多くの人々が漠然と感じ

ている「負の側面」を，パレート原理は無いものと

見倣すのに対して，労働搾取概念はそれらを言語化

し，定式化する事で，三一的資源配分問題に関する

より多元的な評価の可能性を提供していると理解で

きよう．その様な成果は，単なる資本主義肯定のイ

デオローグではなく，学問的に誠実に市場経済につ

いての理解を深めようとする立場であれば，主流派
経済学にとってもウエルカムな筈である，

　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　注

　1）　一橋大学経済研究所定例研究会において，須賀晃

一氏（早稲田大学）より懇親なコメントを戴いた．また，

5．1節に関連して，齊藤陸別（一橋大学），工藤教庭園（北

海道大学），古澤泰治氏（一橋大学）より，有益な議論の

機会を得た．ここに感謝したい．

　2）以下では，全てのベクトルx＝（為…，∬ρ）及び
y＝（〃1，…，〃ρ）∈Rρに関して，

　　　　x≧y⇔勘≧3／f（∀ゴ置1ヂー，カ）；

　　　　x＞y⇔x≧y＆x≠y；
　　　　x》y⇔（r，〉蟄（∀ゴニ1，…，カ）．

また，一（・〉で，（・）の記述の否定を表すものとする．

例えば，一（x≧y）ならば，x≧yではない事を意味す
る．すなわち，【ヨガ＝1，…，ヵ：融く蟄】を意味するものと

する．

　3）　フォン・ノイマン経済体系における均斉成長解の

各条件の意味について，より詳細に展開した文献として，

Morishima（1969）を挙げる事ができる．

　4）　この意味についての詳細な説明は，吉原（2008）の
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2章2．1節を参照の事．

　5）　この意味についての詳細な説明は，吉原（2008）の

2章2．1節を参照の事．

　6）　階級構造の生成に関する以上の説明は，各個人が

労働支出最：小化問題（P1）を解くように行動する市場モ

デルの下でのものだが，階級構造の生成自体はこのモデ

ルにのみ固有なメカニズムではない．実際，個々人が収

入を最大化すべく行動する市場モデルにおいても本節と

基本的に同様の結論を導く事ができる．詳しくは吉原
（2008）の第5章を参照せよ．

　7）吉原（2008）の7章，7．2節を参照の事．

　8）山下（2005）では，上記のモデルの他に，貧国にお

ける資本財生産への労働投入のシェアの意思決定を，富

国が行うモデルをも考察し，その場合には定常状態にお

いても貧国と富国の資本財ストックは同水準に収束せず，

資本賦存の格差が残る事を示している．

　9）　この点のテキストブック・レベルでの解説として，

Mas－collel甑α」（1995）の20，　G節を参照せよ．

　10）　両国で生産技術が同一で，労働供給が1に固定
されているこのモデルの場合，世界政府は，どの時点で

も，両国に同一の資本を配分し，定常状態では，資本の

限界生産性が時間選好率の和に等しくなる．この事は，

その解を分権的な完備市場における資源配分に沿って解

釈すれば，各国の現在から将来にかけての請求権の割引

現在価値が等しい事を意味しない．両国で同一の効用関

数が時間加法的で，状態独立的であり，時間選好率に違

いがなければ，請求権価値で見た両国の資産分配や，恒

常所得を反映している消費配分は，時間ゼロにおけるそ

れぞれの国の生涯効用極大化問題の予算制約のラグラン

ジュ乗数の逆数に相当するので，初期（時間ゼロ）の資産

賦与の違いが，最初の最初から，未来永劫，両国の資産

分配に反映し続け，資産の平準化は起きないであろう．

類似の議論として，例えば，Chen（1992）の動学的ヘク

シャー・オリーンモデルを用いた分析は，同様に資産の

平準化が起きないという結論を導き出している，尚，こ

の論点は，齊藤壷皿より示唆を戴いた．
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